
監査公表第 6号   

平成 28年（2016年）8月 4日   

 

札幌市監査委員  藤 江 正 祥   
同        窪 田 もとむ   
同        宮 村 素 子   
同        涌 井 国 夫   

 

 

措置通知事項の公表について 

 

 

札幌市長から「包括外部監査の結果報告等に基づく措置の通知について（平成 28 年

（2016 年）８月１日付け札法第 938 号）」が提出されましたので、地方自治法第 252

条の 38第６項の規定により、当該通知（写し）を別添のとおり、公表いたします。 



札総第９３８号   

平成２８年（２０１６年）８月１日   

札幌市監査委員  藤 江 正 祥 様 

           窪 田 もとむ 様 

           宮 村 素 子 様 

           涌 井 国 夫 様 

札幌市長 秋 元  克 広   

包括外部監査の結果報告等に基づく措置の通知について 

 平成２８年３月２５日に報告を受けた平成２７年度の包括外部監査の結果に基づき、

又は当該監査の結果を参考として講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、別紙のとおり通知いたします。 

また、当該結果報告に添えて提出された意見に基づき、又は当該意見を参考として講じた

措置のほか、平成２６年度以前の包括外部監査の指摘事項及び結果報告に添えて提出さ

れた意見のうち措置を講じたものについても、併せて通知いたします。 
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包括外部監査の指摘事項等の概要及びそれに対する措置について（平成２７年度） 

監査結果報告年度 平成２７年度 
監査テーマ 市税事務について 

 (１) 指摘 

監査対象

局部 
指摘を受けた事項 

指摘に対する措置 

（検討結果及び対応） 

財政局 

税政部

【報告書７２ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 事務所・事業所課税及び家屋敷課税について、中央市税

事務所、南部市税事務所及び西部市税事務所では、未申告

者以外、課税要件の確認のとれた年度から課税している。

しかし、課税要件の確認のとれた年度前に遡った課税要件

の調査が、積極的には実施されていないことは、課税の公

平性・網羅性を欠き、適切であると言い難いことから、過

年度の課税調査を早急に実施すべきである。 

事務所・事業所課税及び家屋敷課税の課税権の行使につい

て、税政部市民税課に確認したところ、「原則、課税要件の

確認が取れた年度以前に遡って課税することとしており、地

方税法の賦課権の時効（期間制限）の範囲内で賦課決定を行

うべきもの。」との回答を得ている。しかし、中央市税事務

所、南部市税事務所及び西部市税事務所で実施したヒアリン

グ調査では、「未申告者以外、課税要件の確認のとれた年度

から課税している。」という結果であった。これらの市税事

務所において、確認がとれた年度前へ遡った課税要件の調査

を積極的に実施していないことは、他の市税事務所との取扱

いに差異を生じさせており、課税調査方法の統一性や課税の

公平性・網羅性を欠き、適切であると言い難いことから、過

年度の課税調査を早急に実施すべきである。 

個人住民税の賦課期日で

ある１月１日現在において

本市内に事務所、事業所又

は家屋敷を有する方は、市

税条例第30条第６項の規定

により、事務所、事業所又

は家屋敷の所在その他必要

な事項を記載した申告書を

３月15日までに提出しなけ

ればなりません。しかし、

実態として市民の方から申

告書が提出されない場合も

ありますことから、本市で

は事務所、事業所又は家屋

敷課税の要件に該当すると

思われる方を調査して申告

書を送付して提出を促す取

り扱いとしており、各市税

事務所では、市民から提出

された申告書の記載内容と

対象者の世帯状況等を基に

課税の要否を総合的に判断

しております。このとき、

申告書の記載内容や世帯状

況等の調査等によって、過

年度へ遡っての課税が必要

と考えられる場合には、電

話等による聞き取り調査を

行うなど、補充的な調査を

実施して過年度課税の可否

を判断することとなりま

す。 

しかし、指摘を受けた市

税事務所においては、申告

書が提出されていない年度

に係る課税要件の調査が積

極的には実施されておら

ず、申告書の提出があった

年度のみ課税する取扱いと

なっておりました。 

この度の指摘を受け、課

別 紙
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長会議等において、事務

所・事業所又は家屋敷課税

については、過年度を含め

た課税要件の調査を確実に

実施するよう周知徹底を図

りました。 

【報告書７４ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 家屋敷課税において、中央市税事務所の家屋敷申告書の

提出がない場合の取扱いは、課税要件を満たしているか確

認できないものと判断し、職権で課税をしていないとして

いることは、課税の公平性・網羅性を欠いたものとなって

いることから、過年度を含めた課税権の行使について、早

急に検討すべきである。 

家屋敷課税は、税政部市民税課から各市税事務所に対し、

調査対象者のリストが提供されており、各市税事務所は、リ

ストに基づいて課税要件を調査し、課税される可能性のある

者に対して、家屋敷申告書を送付し、申告期限を設けて提出

を促すとともに、申告期限までに提出のない者に対しては、

電話で家屋敷申告書の提出を促すこととしている。しかし、

これに応じず、結果的に家屋敷申告書の提出がない場合の取

扱いについて、税政部市民税課に確認したところ、「課税の

要件を満たしていることが確認できれば、家屋敷申告書の提

出がない場合であっても課税することとしています。」との

回答があった。 

しかし、中央市税事務所で実施したヒアリング調査では、

「家屋敷申告書の提出がない場合、職権で納税通知書を送付

することはしていない。」との回答であり、課税の要件を満

たしているか確認できないものと判断して、職権での課税を

していなかった。 

家屋敷課税の職権での課税について、各市税事務所の取扱

いに差異があることは、課税の公平性・網羅性を欠いたもの

であることから、過年度を含めた家屋敷課税の課税権の行使

について、早急に検討すべきである。 

個人住民税の賦課期日で

ある１月１日現在において

本市内に事務所、事業所又

は家屋敷を有する方は、市

税条例第30条第６項の規定

により、事務所、事業所又

は家屋敷の所在その他必要

な事項を記載した申告書を

３月15日までに提出しなけ

ればなりません。しかし、

実態として市民の方から申

告書が提出されない場合も

ありますことから、事務

所、事業所又は家屋敷課税

の要件に該当すると思われ

る方を調査して申告書を送

付し、提出を促す取り扱い

としております。それでも

なお、申告書の提出がない

場合は、本市に家屋敷を有

する事実が確認できれば、

申告書の提出が無い場合で

あっても職権により課税す

る取扱いとしております。 

しかし、指摘を受けた市

税事務所においては、申告

書が未提出の者については

「課税要件を満たしている

か否かを判断できない」と

して職権での課税を行わな

い取り扱いとなっておりま

した。 

この度の指摘を受け、事

務所、事業所又は家屋敷課

税に係る申告書の提出がな

い者に対しては、文書や電

話などで積極的に提出を促

すとともに、申告書が提出

されない場合は、電話確認

や実地調査等により課税要

件の確認を行い、職権で課

税するよう課長会議等で周

知徹底を図りました。 



- 3 - 

【報告書８０ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 住民税申告で寄附金税額控除があった申告書のサンプリ

ング調査において、寄附金受領証明書に受領日付のないも

のが１件あり、その申告者の賦課情報に寄附金額が登録さ

れていた。住民税申告書によって寄附金税額控除の申告が

あった場合における、申告書や添付資料の確認を徹底する

とともに、寄附金受領証明書の提示があった場合の確認表

示の統一したルールを早急に整備すべきである。 

中央市税事務所で個人住民税の寄附金税額控除の適用があ

った申告書のサンプリング調査を 37 件実施したが、申告書

に添付された寄附金受領証明書に受領確認の日付の記載がな

いものが１件（寄附金 1,000 円）あった。受領確認の日付の

記載がないものは、寄附金税額控除の適用は否となるもので

あるが、担当者の説明は「寄附金の額が 2,000 円以下であ

り、寄附金税額控除は発生しないため、課税上の影響はな

い。」との回答であったが、その申告者の賦課情報には、共

同募金会又は日本赤十字社分の寄附金支払額として、1,000

円が登録されていたことから、寄附金税額控除の適用におけ

る寄附金受領証明書の確認を徹底すべきである。 

また、個人住民税の申告によって寄附金税額控除の適用を

受ける場合、寄附金受領証明書の添付又は提示が、控除適用

の要件とされている。中央市税事務所では、提示により寄附

金受領証明書の記載内容を確認した場合には、住民税申告書

に確認担当者の確認印を押印し、これをもって提示を確認し

たこととする取扱いとしているが、その確認印のないものが

４件、確認印に準ずるもの（添付書類別保管のスタンプや添

付書類確認後返却のスタンプなど）と判断できるものが５件

あったが、提示の確認をしたことについて定型化されたルー

ルがなく、確認印に準ずるものとして扱って良いものか疑問

が残ることから、寄附金受領証明書の提示があった場合の確

認表示の方法について、統一したルールを早急に整備すべき

である。 

中央市税事務所において

指摘のあった寄附金受領証

明書に受領日付が無かった

ケースについては、寄附金

支払額（寄附金額 1,000

円）を税システムの情報か

ら削除しました。今後は、

寄附金の受領日付が不明な

場合、税システムに寄附金

支払額を登録しないよう課

長会議等において周知徹底

を図りました。 

なお、住民税申告書の提

出時に納税者からの提示に

よって確認した書類の内容

を申告書へ補記する際の表

示ルールについては、統一

するよう見直しを行いまし

た。 

【報告書９９ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 

○ 土地の区分とその土地を使用する家屋の課税情報を突合

し、賦課が適切に行われているか確認したことにより、住

宅用地の特例の適用違い等の事例が検出されたため、必要

な措置を講じるべきである。 

課税明細書に記載されている土地、家屋に対しての課税情

報が適切に利用された上で 賦課が行われているかを確認す

るために、平成 27 年１月１日時点の課税明細書の全データ

から、同一地番に所在する土地と家屋のうち、次の組合せ条

件を満たすデータを抽出し監査を行った。 

土地に係る住宅用地特例

の適用状況について、土地

の課税データと家屋の課税

データを突合し、用途が不

一致（土地が住宅用で家屋

が非住宅用、又は土地が非

住宅用で家屋が住宅用）の

ものを抽出し、調査した結

果、その一部に住宅用地特

例の適用誤りがあったもの

です。 

ご指摘を受けましたこの

件については、突合した全

データについて調査と処理

を終えており、平成 28 年

３月 11 日付けで公表して
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【土地と建物の組合せ条件】

組合せ条件 条件１ 

土地の区分 住宅用地（住宅用地の特例の適用有） 

家屋の用途 非住宅系（事務所、店舗等） 

抽出された

データ総数
1,232件 

組合せ条件 条件２ 

土地の区分 非住宅用地（住宅用地の特例の適用無） 

家屋の用途 住宅系 

抽出された

データ総数
1,780件 

通常、非住宅用地の上には非住宅系の家屋が、住宅用地の

上には住宅系の家屋が存在 しているため、上記条件 1 と条

件２は、通常では想定し難い特異な組み合わせとなる。デー

タ総数 3,012 件のうち、条件１、条件２について、それぞれ

20 件ずつ計 40 件のサンプルを抽出して個別に確認を行っ

た。 

確認の結果、住宅用地の特例の適用違い等の事例が検出さ

れたが、概要は下図のとおりである。なお、図表中、影響税

相当額（市税事務所では、現地調査等を終了していない事例

については、一定の仮定のもとに影響額を計算しているた

め、以下「影響税相当額」と記載している。課税に当たって

は、現地調査等に基づく事実関係の再確認が必要となる。）

を＋と▲で表示しているが、賦課が過少となっているものを

＋、賦課が過大となっているものを▲で表示している。 

【住宅用地の特例適用違い等の検出件数・割合】

項 目 
条件１ 

件数 割合 

住宅用地の特例適用違い等が 

検出されたもの 
９件 45％

上記以外 11件 55％

合  計 20件 100％

項 目 
条件２ 

件数 割合 

住宅用地の特例適用違い等が 

検出されたもの 
３件  15％

上記以外 17件  85％

合  計 20件 100％

【住宅用地の特例適用違い等による影響税相当額】 

項 目 
条件１ 

過少（7件） 過大（2件）

平成 27年度の税額影響額 ＋776千円 ▲3千円

過去５年間（平成 23年度～平成
27年度）の影響税相当額累計 ＋3,871千円 ▲17千円

おります。 

誤りの原因は、主に土地

と家屋の担当者間の連携不

足と現地調査の際の確認不

足にあることから、税政部

から各市税事務所に対して

適正な事務処理を徹底する

よう文書で通知しました。 

今後は、以下の再発防止

策を実施し、適正な住宅用

地特例の認定に努めてまい

ります。 

・ 担当者間の連携につい

てチェック体制を強化す

るとともに、現地調査に

おける手法や着眼点・注

意点を明確にし、これら

が的確に行われるよう研

修を実施する。 

・ 今回作成した調査対象

リスト（課税データの突

合リスト）を毎年度作成

し、現地調査において活

用・確認する。 

・ 正確な住宅用地特例の

適用のために、制度の広

報を充実させるととも

に、納税義務者から住宅

用地使用申告書の提出を

求めていく。 
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項 目 
条件２ 

過少（0件） 過大（3件）

平成 27年度の税額影響額 ▲148千円

過去５年間（平成 23年度～平成
27年度）の影響税相当額累計 ▲699千円

（包括外部監査人作成資料） 

今回、サンプリングにより確認を行った件数は 40 件であ

るが、データ総数 3,012 件の中には、検出した以外にも住宅

用地の特例適用違い等があることが想定される。現在、市税

事務所では、この監査での確認状況を受けて、データ総数

3,012 件について全件確認を進めているところであり、その

結果に基づいて適切な措置を行う必要がある。 

また、住宅用地の特例適用違い等が検出されたものの大部

分は、当初の住宅用地認定後、土地の使用状況に変更があっ

たことに起因するものであり、現地調査の際の確認不足、土

地係と家屋係との連携不足等が原因であったものと考えられ

る。今回の確認方法は、課税明細書のデータ処理を行うこと

によって、ある程度機械的にデータ・エラーを検出・是正で

きる一つの方法であるといえる。固定資産税は、膨大な課税

物件を限られた人員と期間で賦課する必要がある租税である

ため、この確認方法に限らず、現地調査における意見でも示

したように、組織内の連携強化による情報共有のあり方を含

め、民間の地図情報の活用や納税者からの情報の収集方法な

どを検討し、効率的な確認方法を模索すべきであると考え

る。 

【報告書１０７ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 

○ 市内にある２階建て以上の併用住宅（事業用と居住用の

利用が併用されているもの）の敷地である土地について、

一般に市販されている住宅地図を基に、住宅用地の特例が

正しく適用されているかどうかサンプリング調査を実施し

たところ、①課税当初の登録から誤っており、その結果、

税額修正が生じるケースが複数発見された。早急に是正す

べきである。 

また、②この方法による調査でも併用住宅の入居者の移

動等の理由により居住割合が変動した結果、従前の特例の

適用ができなくなり税額修正が生じる可能性の高い物件が

発見されている。 

③さらに、従来、居住用専用のマンションであった家屋

について現状も居住用であるかどうかも検討を行ったが、

かなり現状と当時の状況が異なっている家屋も発見されて

おり、早急に確認作業を行うべきである。 

サンプリング調査における情報突合のフローは、次のよう

に行った。 

１ 現在時点の一般に市販されている住宅地図で、居住割合

が 50％を下回ると推定される２階建て以上の併用住宅を、

サンプリングにより抽出を行う。 

２ そのサンプリングされた併用住宅について、家屋係が所

本件については、監査人

が市販の住宅地図を参考

に、２階建て以上の併用住

宅（事業用と居住用の利用

があるもの）や居住用専用

のマンションの敷地につい

て、住宅用地特例の適用状

況を調査した結果、課税当

初から誤っていたもの、当

初は正しかったが利用状況

の変化により居住割合が変

わり、現時点で正しく評価

されていない可能性のある

ものが発見されたもので

す。 

①課税当初から誤ってい

たものはすでに修正してお

りますが、併用住宅敷地の

全データについては、家屋

評価調書を確認して住宅用

地特例の認定状況をチェッ

クするとともに、②これま

での居住割合と住宅地図上
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掌する家屋評価調書に記載された居住割合を確認。 

３ その対象土地について、土地係が所掌する土地評価調書

の住宅用地の特例の適用状況のチェックを行う。 

４ その結果、家屋評価調書における居住割合を基に、その

敷地である土地に係る住宅用地の特例の適用について、家

屋評価調書の居住割合に基づかない場合の原因を分析。 

具体的には、対象土地について、市販されている住宅地図

から算出した居住割合と家屋評価調書に基づく居住割合とが

一致しているはいるが、土地評価調書に記載されている居住

割合とは異なっている場合に、家屋評価調書の居住割合と土

地評価調書の居住割合が異なっていることにより、それぞれ

の割合を基に算出した特例の適用状況が異なる場合につい

て、市税事務所において確認調査を行った結果、その居住割

合算出に誤りがあり、そのため、特例適用に違いが生じ、税

額修正が必要なものが発見された。その場合に修正が必要と

される税額については、過去５年分の固定資産税及び都市計

画税も算出した。 

札幌市の住宅地等認定要領では、住宅用土地について土地

係の調査に基づく判断でこの特例の判定は可能となっている

ため、家屋評価調書の居住割合を利用して特例を適用しなけ

ればならないことにはならない。しかし、実務上、ほとんど

の場合、課税当初の家屋評価調書の居住割合を利用して土地

係では住宅用地の特例の判定を行い、その後、土地係が利用

状況が大きく変わっていると確認できた場合に、特例の判定

のし直しを行っている。課税当初の居住割合が、その後にお

いて大きく変化があったと確認できるのは、固定資産税課で

は増築等の登記情報などによる場合がほとんどであり、増築

等の登記情報による場合には、土地評価調書が変更されれば

同時に家屋評価調書も変更されることになっており、サンプ

リングでの突合については問題はないと考えられる。市税事

務所では現地確認調査の詳細な資料が保存されていないの

で、市税事務所で比較できる資料としては家屋評価調書以外

ない。よって、家屋評価調書の居住割合と土地の特例の認定

に関わる居住割合に差異ある場合は、違いがあったものと判

断した。この場合にどの時期から違いがあったか、現存する

資料からは判定できないが、課税当初からの可能性はかなり

高い。 

なお、一般に市販されている住宅地図等の情報を基に推定

した、居住割合と家屋評価調書の居住割合とに差異が生じて

いる場合に、現在時点で特例の適用に違いがある可能性につ

いても別途分析し、その影響額も試算を行った。 

サンプリング調査の結果は下記のとおりである。 

【サンプリング数（土地の筆数）】 

中央市税事務所 54件、西部市税事務所 20件、 

東部市税事務所 59件、南部市税事務所 75件、 

北部市税事務所 53件、合計 261件 

サンプリング調査の結果、住宅用地の特例の適用違いによ

る税額修正の必要なケースは、土地の筆数で７件であり、サ

ンプリング数合計を税額修正のあった件数で割ると、その割

の居住割合に差異がみられ

るものについては、現地調

査及び所有者等に聞き取り

調査を実施しております。 

また、③居住用専用のマ

ンション敷地についても、

住宅地図等を参考にして居

住部分の確認作業を進めて

おり、これまでの居住割合

と住宅地図上の居住割合に

差異がみられるものは現地

調査を実施し、所有者等に

も協力をいただきながら居

住割合を確認するなど、適

正な住宅用地特例の認定に

努めてまいります。 

なお、①から③の確認・

チェック作業については、

平成 28 年５月中旬から着

手しております。
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合は2.7％（７件/261件）となる。 

上記の突合により、所有者への聞き取りや家屋内部への実

地確認調査の結果、特例の適用違いが発見された。なお、今

回の判定には居住戸数の状況までは配慮していないが、居住

戸数まで算入して割合計算を行えば、さらに精度の高いもの

と考えられ、一般納税者でも手に入れることのできる住宅地

図を基に、自らの所有する土地の住宅用地の特例の適用状況

を把握する足がかりにすることができると思われる。 

また、一方で、今回の特例適用の確認を市税事務所が行う

場合には、通常の現状調査よりも詳細な調査を実施してい

る。これは、住宅用地の特例判定を正確に行うためには、通

常の調査以上の精度の高い調査が必要であることを示してい

る。 

修正税額の内訳は、下記のとおりである。 

【適用違いの内訳】        (包括外部監査人作成)
市税

事務所

税額修正

対象面積

修正税額：単位千円

（平成27年度）

修正税額：単位千円

（過去５年累計）

中央１ 271.63㎡     153     790

西部１ 199.17㎡ 137     694

西部２
531.86㎡

(3筆合計)
    282    1,436

西部３ 191.17㎡      31     159

南部１ 165.28㎡      59     305

今回の調査では、現在時点における住宅地図を基にしたサ

ンプリング調査を行ったため、住宅地図に基づく居住割合と

家屋評価調書の居住割合が異なるものもあった。その理由と

しては、その併用住宅の使用状況が建築当初とは大きく変わ

り、居住割合に変動が生じたものと思われる。その結果、住

宅用地の特例違いの可能性のあるものが発見され、それは中

央市税事務所で４件、北部市税事務所で１件あった。この場

合に、特例の適用の違いがあったときは、その対象となる物

件は入居者の多い大型のビルなどであり、その敷地である土

地の面積が広く、評価額も高く、税額修正の額も高額となる

ものと考えられる。市税事務所としては利便性の高い大型ビ

ルはその入居者の出入りが激しく、その使用状況も入居者一

人ひとりに確認するための時間がかなり必要であるため、居

住割合の把握が困難であるとしている。しかし、このままこ

の状況を放置することは、課税の公平上大きな問題もある

上、徴税漏れも予想されるため早急の対応が必要である。 

上記のサンプリング調査とは別に、一般に市販されている

地図情報を基に、従来は居住専用の５階以上マンションとさ

れていたが、現在は、相当部分が居住用以外に使用されてい

るものと推定されるマンション８棟を選定し、一定の仮定を

設けた上で、試算・検証も行った。確認対象となるマンショ

ンの選定に当たっては、公官庁やオフィス街の近隣にあるマ

ンションほど住宅用以外への転用が多いものと考え、公官庁

やオフィス街が集中する中央市税事務所から５棟、北部市税
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事務所から３棟を選定した。 

市税事務所に検討させた結果、住宅用地の特例の適用違い

があると推定される事例が相当数検出された。札幌市内に

は、今回選定した以外にもこのような状況にあるマンション

が多数存在すると考えられるため、今後確認を行う必要があ

る。なお、結果はあくまで市販の地図を基にした試算である

ため、実際の賦課に当たっては、現地調査及び納税者からの

住宅用地使用申告書の提出によって、使用実態を確認する必

要がある。 

住宅用地の特例の適用に当たり、精度の高い判定を行うた

めの改善点としてまとめると次のような点を挙げることがで

きる。 

１ 人員等の制約があるのであれば、一定の時間をかけて計

画的に精度の高い現地確認調査を行うべきである。 

２ 今回のサンプリング調査では、一般に市販されている地

図情報を活用してきた。一般に市販されている民間の地図

情報では、ＩＴの進化に伴い、最新の情報を取り込み土地

や家屋の使用状況が地図に反映される仕組みになっている

ものも多数存在する。固定資産税の税額決定のための情報

としては正確性に劣る場合も想定はされるが、効率的に住

宅用地の特例適用の事務を遂行するためには、民間の地図

情報を積極的に活用すべきである。 

３ 高層マンションや賃貸ビルなどについては、賃貸型の場

合には管理事務所がある場合は管理事務所を通じて所有者

へ、分譲型については管理組合を通じて入居者へ住宅用地

申告書の提出を求めるべきである。この場合に、申告書の

提出割合は 100％が望ましいが、判定基準となる全体の４

分の１又は２分の１を超える提出割合があれば特例判定に

役立つので、完全な提出割合まで求めなくとも利用でき

る。 

４ 外観から使用状況を確認することが難しい家屋について

は、必要に応じて、土地所有者が個人の場合には個人事業

税の課税状況、法人の場合には法人税の申告状況も参照す

べきであり、毎年申告される申告内容の把握は現状確認に

役立つものである。 

５ 土地所有者である一般納税者に対し、民間作成で一般に

市販されている住宅地図等 を市税事務所の窓口に備え付

けなど行い、土地と家屋の利用状況との突合を行うように

勧めるべきである。納税者自らも固定資産税の課税状況の

把握に努めるよう啓発すべきである。 

【報告書１１５ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 

○ 固定資産税（土地・家屋）の減免申請書を確認したとこ

ろ、申請書の保存がされていない事例、添付書類の保存が

されていない事例、相続人から申請書の提出を受けていな

い事例があったことから是正すべきである。

固定資産税等の減免は、地方税法第 367 条の規定に基づ

き、市税条例第 56 条の規定により、市長が必要と認めた固

固定資産税の減免申請書

については、固定資産税・

都市計画税賦課事務取扱要

領により保存年限は 30 年

（単年度分は５年）と定め

られていますが、文書管理

が適正に行われていなかっ

たため、保存年限内にもか
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定資産について行う制度であり、詳細な取扱いについては固

定資産税・都市計画税賦課事務取扱要領に定められている。 

固定資産税等の減免を申請しようとする者は、減免申請書

及び添付書類を提出する必要があり、札幌市では提出された

減免申請書の保存年限を 30 年（毎年度申請を要するものは

７年）と定めている。 

そこで、減免手続が法令、要領の定めに従って適正に行わ

れているか、書類の保存が適正に行われているかを中心に確

認を行ったところ、次のような事例が検出された。

【減免手続について検出された事例】 

事務所名 減免の内容 検出された事例 

西部市税

事務所 

公益のために使用する

固定資産（地区住民等

が設置し、地区集会所

の用に供する固定資

産） 

申請書の保存年限は 30 年で

あるが、保存がなかった。 

公益のために使用する

固定資産（公衆浴場の

開設者が直接公衆浴場

の用に供する固定資

産） 

申請書の保存年限は 30 年で

あるが、保存がなかった。 

南部市税

事務所 

公益のために使用する

固定資産（公衆浴場の

開設者が直接公衆浴場

の用に供する固定資

産） 

申請書の保存はあったが、

添付書類の保存がなかっ

た。また、当該固定資産の

所有権は相続により移転さ

れているが、相続人からの

申請書の提出がなかった。 

（包括外部監査人作成資料） 

検出された事項に対する今後の対応について、税政部に確

認を行ったところ「減免申請書及び添付書類の保存がないも

のについては、所有者に再提出の協力を依頼します。また、

所有権移転があった場合には、減免理由が継続していても、

改めて減免申請書の提出が必要になることについて、研修や

会議を活用して職員の理解を深めたい」との回答があった。

減免申請書等については、後日における申請内容の確認に不

可欠な資料であるため、適正な事務処理を行う必要がある。

かわらず減免申請書や添付

書類が適正に保存されてい

なかった事例があったもの

です。 

減免申請書等が適正に保

存されていなかったものに

ついては、所有者にお詫び

をするとともに再提出を依

頼しました。また、相続人

からの申請書の提出を受け

ていなかったものについて

も、改めて申請書が必要な

旨を説明し、提出を依頼し

ました。 

今後は、適正な文書管理

を徹底していくとともに、

課長会議等において、相続

による所有権移転があった

場合には改めて相続人から

減免申請書の提出を受ける

よう周知・徹底を図り、適

正な事務処理に努めてまい

ります。

【報告書１３１ページ】 

３.２.６ 入湯税 

○ ＦＡＸを利用した申告方法は適切でない。また、期限後

申告について厳格に取り扱うべきである。

札幌市の入湯税の特別徴収義務者は、平成 26 年度では 47

事業者となっている。その申告状況及び実態調査の状況や、

特別徴収義務者となるための経営申告書の提出状況につい

て、監査を行った。

毎月申告される納入申告書については、毎月 15 日までに、

前月１日から末日までの１箇月の宿泊及び日帰りの人数並び

にその税額を記載した納入申告書を提出しなければならない

が、少額納税となる特別徴収義務者の中で 15 日の期限までに

入湯税の特別徴収義務者

は、札幌市税条例第 113 条

により、毎月15日までに前

月１日から同月末日までに

徴収した入湯税額等を申告

納入しなければならないと

定められています。 

しかし、少額納税となる

特別徴収義務者の一者が、

申告期限内に申告書原本の

提出が間に合わず、ＦＡＸ

によって期限内に申告書が
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申告が行われず、ＦＡＸで申告書を送信し、後日申告書を期

限後に提出していた者があった。その場合に、諸税課におい

ては、その特別徴収義務者からの納入申告書の受付日をその

期限後の日付とすべきところを、ＦＡＸでの申告書送信日が

15 日までであれば、期限内申告として処理を行っていた。入

湯税において、納入申告書の提出期限までに申告できない場

合は、加算金や延滞金の賦課の対象となる。よって、申告期

限の順守を特別徴収義務者へ求めるべき札幌市において、納

税額が少額であったとしても、ＦＡＸでの受付日をもって正

規な申告がなされたものとすることは、不適切な事務処理で

ある。また、監査では発見されなかったが、そのような状況

が通例化されていたとしたら、期限後申告の場合に正規の加

算金の賦課が行われているかどうか疑問であり、法令順守し

ている他の特別徴収義務者との関係において公平が保たれな

いことになる。内部事務について改善が必要である。

送信された件で、後日、申

告書原本の受付時に、ＦＡ

Ｘの受信日を受付日とした

ケースがありました。 

この度の指摘を受け、申

告書原本が提出された日を

もって申告書受付日とする

よう是正しました。 

また、今回は申告税額が

少額なため、不申告加算金

が課されるものではありま

せんでしたが、期限後申告

で加算金の対象となるもの

があった場合には、適切に

加算金を課すことといたし

ます。

【報告書１６０ページ】 

３.２.９ 滞納整理事務 

○ 納税者の送達すべき場所が不明の場合は、適切な調査の

上で公示送達を実施するべきである。

⑴ 市民税課での取扱い 

市民税課では、従前、納税通知書が返戻された場合、課

税保留という取扱いをしていた。市民税課の課税保留の考

え方は、以下のとおりとのことである。 

《札幌市における課税保留の論理》

ア 個人住民税の賦課期日は、その年度の初日の属する年

の１月１日（平成 27 年度の個人住民税であれば平成 27
年１月１日）である（地方税法第318条）。

イ 同年度の納税通知書は第１期の納期限の 10 日前まで
に納税者に交付されなければならない（地方税法第 319
条の２第３項）。よって、普通徴収の市民税について

は、当該年度の６月上旬に個人市民税の納税通知書が発

送される。また、特別徴収の場合は、特別徴収税額の通

知が、特別徴収義務者を経由して、年度の初日の属する

年の５月 31 日までに行われる（地方税法第 321 条の４
第２項）。

ウ これらの通知が返戻された場合、上記通知が通常送達

される日において納税者が当該発送先に住所又は居所等

を有していないといえる。

エ この場合、当該納税者が、いつ当該発送先から転居又

は移転をしていたのかはわからない。そうすると、上記

賦課期日である当該年度の１月１日の時点において、既

に転居又は移転をしていた可能性が否定できないことに

なる。具体的には、前年度の 12 月１日に既に札幌市か
ら転居しており、賦課期日である平成 27 年１月１日に
は同市に住所又は居所等を有していなかった可能性があ

る。

オ 仮に上記１月１日の時点において納税者が札幌市に住

地方税法第20条の２の規

定では、納税通知書等の送

達を受けるべき者の住所等

が不明である場合など、一

定の調査を行っても送付先

が判明しない場合は、公示

送達できることとされてお

ります。 

しかし、本市の個人住民税

の納税通知書については、

できるだけ納税者本人に納

税通知書を郵送するための

調査を実施することとし、

積極的には公示送達を実施

しておりませんでした。 

今回の指摘を受け、転居

先不明等の理由で返戻とな

った納税通知書等について

は、住民記録の異動状況や

勤務先等への照会など、一

定の調査を実施しても再送

付先が判明しない場合は、

公示送達を実施することと

いたします。 
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所又は居所等を有していなかったのであれば、当該納税

者に個人住民税を賦課することができない。

カ よって、当該年度の１月１日の時点において札幌市に

住所又は居所等があったことが確認できない限り、札幌

市が当該納税者に課税権を有しているか不明であるた

め、課税を保留せざるを得ない。

⑵ 問題点 

上記の考え方は、地方税法にそぐわないように思われ

る。 

地方税法は、市町村内に住所を有する個人に市民税を課

すものとしており（地方税法第 294 条第１項第１号）、市

町村内に住所を有する個人とは、住民基本台帳法の適用を

受ける者については、当該市町村の住民基本台帳に記録さ

れている者をいうとしている（地方税法第 294 条第２

項）。そして、当該市町村の住民基本台帳に記録されてい

る者とは、要するに当該市町村に住民票を持つ者であるか

ら（住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）第６条第１

項）、賦課期日において札幌市に住民票を持つ者は、札幌

市が住民税の課税権を有するものと取り扱うべきことにな

る（なお、仮に当該住所地に滞納者が居住していないこと

が確認されるのであれば、住民票は通常職権消除されてい

ると思われ、また、納税者が住民票を移さずに他の市町村

に転居しており、転居先の市町村から住民税を課される場

合は、地方税法第 294 条第３項及び第４項により、その

旨、住民票のある札幌市に通知がなされるため、二重課税

は生じない）。 

⑶ 結論 

以上により、札幌市が行っていた上記の課税保留の取扱

いは、エ以下の解釈に猜疑があり、地方税法の規定にそぐ

わないものといえる。 

地方税法の規定に従った場合、納税者に送付した納税通

知書が返戻されたときには、必要な調査を行った上で、公

示送達の可否を検討するべきであり、課税保留としたまま

３年間の除斥期間を経過させることは妥当とは言い難い。 

現在、課税保留の取扱い状況については、市税事務所全

体において返戻分の納税通知書について公示送達が行われ

たのは総件数で52件、また、送付先未判明のまま除斥期間

が経過したのは総件数で264件であった。 

公示送達をするにはその送達を受けるべき者の住所、居

所、事務所及び事業所が明らかでない場合等に限られてい

る。よって、上記の送付先未判明分全てについて公示送達

が可能であったかは不明である。仮に公示送達がなされた

としても、居所不明者であるという事情に鑑みれば、その

後の滞納処分において回収できた額は少額であると推察さ

れ、公示送達により上記税額が全額回収できていたとは到

底いえない。 

しかし、札幌市からのヒアリングによると、少なくとも

課税保留案件につき公示送達の可否に関し十分な調査をし 
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 ていなかったとのことであり、上記のうち一部について

は、本来であれば、公示送達により納税義務の消滅が回避

でき、その後の滞納整理事務による財産調査等により回収

されていた可能性があったといえる。 

  いずれにせよ、公示送達に関して適切な手続をとるべき

であり、上記のとおり指摘する。 

⑷ 留意点 

先に述べたとおり、公示送達調査には、納税者の住所等

に訪問し現地調査をするなどの労力と時間がかかる。とす

ると、少額案件について、納税通知書が返戻された場合全

てにおいて当該調査を行うことは効率的な行政運営とは言

い難い。 

課税の公平性と行政の効率性の調和の見地から、例えば

ではあるが、公示送達調査の実施の可否について、一定の

内部基準を策定の上、これに基づいて運用するなど、一定

の工夫をする必要があるように思われる。 

【報告書１９７ページ】 

３.２.９ 滞納整理事務 

○ 少額滞納債権の時効管理を適切に行い、必要に応じて処

分停止をするべきである。 

毎年約１億 5,000 万円から約１億 8,500 万円程度の税債権

が処分停止を経ることなく、消滅時効により消滅している。

平均すると１件当たりの額は、約 9,000 円～１万 2,000 円程

度と僅少であるが、件数が約１万 3,000 件から２万件に上っ

ているため、結果として少なくない額が毎年消滅時効により

消滅している。 

札幌市の毎年度の市税調定額は約 2,900 億円であり、これ

と比較すると消滅時効にかかる税債権はその 0.05～0.06％で

あるため、比率としては極めて僅少なものといえる。また、

徴収事務は、費用対効果を意識して実施しなければならな

い。用いることができる人員並びに時間と労力にも限界があ

る。よって、少額債権の取立て及び管理の優先順位が低くな

るのは、効率的な行政運営の見地からはやむを得ないものが

あり、結果として消滅時効期間が満了することは、避けられ

ない側面があるともいえる。 

しかし、平成 25 年度分をみると、滞納繰越分の調定額に

占める消滅時効及び停止中時効の額は合計３億 6,000 万円超

であり、比率としては同調定額の約3.5％となっている。 

また、市税債権の消滅時効は、札幌市の滞納整理事務では

予定されておらず、時効消滅は合規性の見地からも妥当とは

言い難い。 

行政運営に経済性、効率性、有効性が求められるとして

も、その土台にあるのは合規性である。よって、消滅時効と

なる市税債権が極力生じないよう、滞納処分又は処分停止の

判断を迅速かつ適切に行うべきである。 

なお、札幌市では少額案件の処分停止について、税政部納

税指導課長により一定の目安が策定されているが、上記の消

滅時効及び停止中時効案件数に鑑みると、一層実務に適応し

た目安が策定されるべきと考える。 

市税債権の時効完成によ

る消滅額は、平成25年度決

算で約 167 百万円となって

おり、市税調定額全体に対

する比率は 0.05～0.06％と

僅少ではありますが、平成

21 年度以降、毎年 150 百万

円以上の市税債権が消滅時

効により消滅しています。 

滞納整理を進める場合、

滞納税額が比較的高額の案

件から優先的に対応するた

め、滞納税額が少額の案件

に対する滞納整理が十分に

行われない場合がありま

す。こうした案件が５年間

滞留した結果、消滅時効が

完成し、市税債権が消滅し

ていることから、消滅時効

により市税債権を消滅させ

ないよう、平成 28 年度か

らは翌年度に消滅時効が完

成する案件のリストを作成

して対応するなど、時効完

成時期の管理を徹底しま

す。また、処分停止事由に

該当する案件は処分停止を

行い、処分停止を経ない時

効完成により市税債権を消

滅させないよう取り組みま

す。 
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(２) 意見 

監査対象

局部 
意見 

意見に対する措置 

（検討結果及び対応） 

財政局 

税政部 

【報告書６９ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 未申告者の所得調査の二次調査で督励ハガキを発送し、

申告を促すこととなっているが、北部市税事務所及び南部

市税事務所でその発送をしていない。その結果、未申告者

に対する申告勧奨の機会が減少し、課税の公平性を維持す

る観点から、早急に督励ハガキの送付を再開すべきであ

る。 

「賦課事務の手引き」の 4-45 に記載されている未申告者

に対する所得調査の事務フローでは、一次調査（住民税申告

書の送付）を実施しても住民税申告書の提出がなかった者に

対して、二次調査の方法として督励ハガキを送付することと

なっている。 

各市税事務所市民税課で、未申告者の所得調査の流れにつ

いて、ヒアリング調査を実施するとともに、各市税事務所で

作成した、平成 25 年度から 26 年度までの未申告者に係る所

得調査の結果の資料の提供を受けた。その中で、北部市税事

務所（北区、東区を管轄）と南部市税事務所（豊平区、清田

区、南区を管轄）では、二次調査の督励ハガキの送付を実施

していないことが確認された。また、北部市税事務所及び南

部市税事務所に、督励ハガキを送付していない理由等を確認

したところ、「送付を取り止めた時期及び理由ともに不

明。」との回答であった。 

未申告者の所得調査について、税政部市民税課から「地域

性などを考慮して各市税事務所の判断で効果的な調査を実施

している。現在は、国税連携システム等により国税当局から

提供される法定調書を基に、課税所得がある場合には、別

途、住民税申告書の提出を勧奨するなどの補正調査を実施し

ていることから、二次調査として申告書が提出される者は非

課税者がほとんどであり、市税収入への影響は大きくないと

考えている。」と回答を得ているが、北部市税事務所と南部

市税事務所は、（未申告者の申告件数）／（一次調査での申

告書送付件数）の申告割合が、平成 25 年度から 26 年度の下

位１位・２位の市税事務所となっており、督励ハガキの送付

を取り止めたことが、申告割合の低下に影響していることは

明らかである。 

平成 13 年度の包括外部監査の結果報告書「市税および国

民健康保険料」の未申告者調査の監査結果には、「補正申告

書・補正ハガキの発送を実施することにより、全市で 1,817

件の課税が行われており、税収確保の観点からはある程度の

効果が現れていると判断することができる。しかし、各区の

実施状況を見ると網羅的な発送作業が行われていない区も見

られる。税収の確保とともに、課税の公平性を保つために

は、網羅的な発送を実施する必要がある。」と報告されてい

るが、その包括外部監査から 10 年以上を経過した現在、北

本市においては、課税の

公平性を確保する観点か

ら、給与支払報告書や確定

申告書等の賦課資料が一切

提出されていない、いわゆ

る「未申告者」を対象に、

住民税申告書を送付して前

年中の収入等の申告を促す

など、未申告者に係る所得

調査（以下「補正調査」と

いう。）を実施しておりま

す。この補正調査で送付し

た住民税申告書が一定期間

提出されない場合には、本

市独自の取扱いとして「督

励ハガキ」を送付して提出

を促す取り扱いとしており

ます。 

しかし、指摘のあった市

税事務所においては、「督

励ハガキ」を送付すること

による税収確保への効果が

小さいことなどを理由に送

付を取り止めておりまし

た。 

この度の意見を受け、平

成 28 年度以後は、補正調

査として送付した住民税申

告書が一定期間提出されな

い場合、「督励ハガキ」を

確実に送付して申告を促す

こととし、課長会議等にお

いて周知徹底を図りまし

た。 
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部市税事務所と南部市税事務所において、督励ハガキの送付

を取り止めた結果が未申告者の申告割合が下位になっている

原因だと考える。 

よって、未申告者に対する所得調査が各市税事務所でばら

つきがあり、その調査方法に統一性がないことは、課税の公

平性の観点において適切とは言い難いことから、早急に督励

ハガキの送付を全市統一して実施すべきである。 

【報告書７１ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 未申告者の所得調査で申告がなかった者の取扱いは、

「賦課事務の手引き」の 4-45 の未申告者の所得調査フロ

ーでは、要再調査又は課税保留となっているが、各市税事

務所における調査の実態は、納税者が自ら所得なしのため

申告不要と判断したとみなして、督励ハガキの送付以降の

処理が実施されていないことから、「賦課事務の手引き」

の 4-45 の未申告者の所得調査フローを実態に即した内容

に改訂すべきである。 

地方税法第 317 条の２第１項各号及び市税条例第 30 条第

１項各号に該当する者について、個人住民税の申告義務が免

除されている。税政部市民税課に、未申告者へ一次調査の申

告書や二次調査の督励ハガキを送付し、その申告書等の提出

がない場合の取扱いについて確認したところ、「未申告者に

一次調査で申告書を送付する際に、前年中に所得がなかった

場合は申告の義務がない旨を記載した文書を申告書に同封し

て送付し、申告書や督励ハガキを送付しても何の連絡もない

場合は、納税者が自ら所得なしのため申告不要と判断したと

みなして、それ以上の調査は原則行わないこととしてい

る。」との回答を得た。しかし、一次調査の申告書送付時に

同封される個人住民税（市民税・道民税）申告の手引きの

「収入がなかった方」の説明文には、「申告書を提出する

か、お電話でその旨のご連絡をお願いします。」と記載さ

れ、また、「賦課事務の手引き」の 4‐45 の未申告者の所得

調査フローには申告処理されなかった者の取扱いは①要再調

査、②課税保留のいずれかの取扱いであり、あくまでも未申

告の場合には、その者から何らかのアクションで判断すべき

であると解すべきである。税政部市民税課が、地方税法第

317条の 2第1項各号及び市税条例第30条第1項各号に該当

する者の申告義務が免除される規定により処理しているとさ

れるならば、「賦課事務の手引き」の 4‐45 の未申告者の所

得調査フロー図を改訂し、実態に則した内容とすべきであ

る。 

本市が実施している補正

調査の事務手順は、「賦課

事務の手引き」において処

理手順を定めており、この

中では、「督励ハガキ」を

送付しても申告書の提出が

ない場合は、「要調査（実

地調査等）」又は「課税保

留」とする取り扱いとして

おります。 

しかし、各市税事務所に

おける「督励ハガキ」送付

後の補正調査の実態は、費

用対効果の面などから、実

地調査などの追跡調査は行

わないこととしており、

「賦課事務の手引き」に記

載された処理手順と実際の

処理手順とに相違がありま

した。 

この度の包括外部監査に

おける意見を踏まえ、平成

28 年度中に「賦課事務の手

引き」の記載内容を実態の

処理手順に則した内容に改

訂し、各市税事務所市民税

課へ通知することとしま

す。 

【報告書７２ページ】 

３.２.１ 個人市民税
○ 事務所・事業所課税対象者の調査票の作成に至る過程の

資料収集方法について、「賦課事務の手引き」の 4‐49 に

は、「保健所での営業カード・食品販売カード」や「その

他」として士業などの事務所・会員名簿の活用が記載され

ているが、各市税事務所におけるヒアリング調査では、

個人住民税の賦課期日で

ある１月１日現在において

本市内に事務所、事業所又

は家屋敷を有する方は、札

幌市税条例第30条第６項の

規定により、事務所、事業

所又は家屋敷の所在その他
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「これらを活用した調査を今まで一度も実施していな

い。」とのことであった。固定資産税課が、保健所から提

供を受けた平成 26 年度の営業施設許認可の資料を基に、

事務所・事業所課税の賦課状況の調査を依頼したところ、

調査対象 167 件のうち、課税もれ２件、要調査 20 件（札

幌市に住民登録がない者 ７件、個人特定ができない者 ２

件、確定申告書が提出されていない者 11 件）の結果であ

り、現在の調査方法は、課税の公平性や網羅性の観点で十

分な調査とはいえない。他課が保有する情報も含めた調査

を実施するなど、早急に効率的・効果的な調査方法に改善

すべきである。

 現在の事務所・事業所課税対象者の調査票作成に係る資料

収集方法について、各市税事務所にヒアリングを実施したと

ころ、「確定申告書（決算書等を含む）・住民票・ホームペ

ージ（屋号と場所の確認）などを基に調査している。」との

回答であった。 

しかし、「賦課事務の手引き」の 4‐49 に記載されている

「保健所での営業カード・食品販売カード」や「その他」と

して士業などの事務所・会員名簿を利用した調査が今まで一

度も実施されたことがなく、また、「賦課事務の手引き」の

4‐49 に記載されている資料収集方法の認識がされていない

実態も確認され、課税の公平性や網羅性を意識した課税事務

が行われているとは言い難い。 

さらなる資料収集方法として、中央市税事務所諸税課が、

事業所税の課税のために収集している事業所用家屋貸付等申

告書の利用を加えることにより、網羅性はより向上するもの

と考える。 

また、税政部市民税課が各部署（市民税課・諸税課・固定

資産税課）で管理・利用している各資料を横断的に利用でき

るようにリーダーシップをとるとともに、職員への周知を徹

底していくことにより、効率的・効果的な調査が実現するも

のと考える。 

なお、中央市税事務所固定資産税課が、保健所から提供を

受けた平成 26 年度の営業施設許認可（医療関係、理美容

業、飲食店業）の資料を基に、事務所・事業所課税の賦課状

況の調査を依頼した結果、課税漏れ２件及び要調査（課税対

象となる可能性があるもの）20 件であり、営業施設許認可リ

ストの認可件数に占める割合は 13.2％（22 件／167 件）であ

ったことから、これらの資料の活用が、課税対象者の捕捉に

おいて有効であるといえる。 

必要な事項を記載した申告

書を３月15日までに提出し

なければなりません。しか

し、実態として市民の方か

ら申告書が提出されない場

合もありますことから、事

務所、事業所又は家屋敷課

税の要件に該当すると思わ

れる方を調査して申告書を

送付し、提出を促す取り扱

いとしております。 

本市では、納税者が税務

署へ提出した確定申告書を

もとに、本市内で個人事業

を行っている方を特定し、

この中から事務所・事業所

課税の対象となると思われ

る方に対して申告書を送付

して提出を促すこととして

おりますが、「賦課事務の

手引き」には、「保健所で

の営業カード・食品販売カ

ード」や「士業の会員名

簿」等を利用して対象者を

捕捉する方法が記載されて

います。 

しかし、現在は「保健所

での営業カード・食品販売

カード」や「士業の会員名

簿」等を利用した調査は実

施しておりませんでした。 

また、この度の監査にお

いて「保健所が保有する営

業施設許認可に係る情報」

を利用した調査を実施した

ところ、課税対象として調

査すべき案件（課税もれ２

件、要調査 20 件）が検出

されたことから、その後調

査を行い、課税要件を満た

すものについては、納税通

知書を送付しました。この

ように、現行、本市が実施

している確定申告書による

調査だけでは、課税対象者

を十分に捕捉しきれていな

いことが判明しました。 

この度の意見を踏まえ、

平成 28 年度以降の事務
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所、事業所課税に係る対象

者の調査においては、「保

健所が保有する営業施設許

認可に係る情報」を利用し

た調査及び「士業の会員名

簿」を利用した調査を現行

の調査に組み入れて実施す

ることとしました。

【報告書７４ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 従業員の個人住民税を特別徴収していない事業者におい

て、給与支払報告書が未提出の場合、当初賦課時期には事

業者に対する給与支払報告書の提出督励を行わず、従業員

が未申告の場合に所得調査の一環として、提出を督励する

取扱いとしているが、調査の効率的な手法とはいえず、経

済性の面からも適切ではないことから、給与支払報告書が

未提出となっている事業者については、特別徴収を実施し

ている事業者と同様の時期、手法により提出の指導等を実

施すべきである。 

 従業員の個人住民税を特別徴収している事業者（以下「指

定義務者」という。）において、給与支払報告書が未提出の

場合には、当初賦課事務の段階（３月下旬）で出力される

「未入力特徴義務者リスト」を基に、電話連絡により未提出

理由の確認・提出に係る指導等を実施している。 

一方、従業員の個人住民税を特別徴収していない事業者に

おいて、給与支払報告書が未提出となっている場合には、事

業者への指導等ではなく、従業員が未申告の場合に、所得調

査の一環として、給与支払報告書の提出を督励する取扱いと

している。 

しかし、事業所が特別徴収を実施している場合と実施して

いない場合とを区別して調査方法を変えることは、効率的な

手法とは言い難く、経済性の面からも適切とは言い難い。 

事務処理の効率性・経済性の観点からは、給与支払報告書

が未提出となっている事業者が指定義務者でない場合であっ

ても、指定義務者と同じ指導等とするべきである。 

個人住民税の賦課期日で

ある１月１日現在におい

て、給与の支払をする者

（以下「給与支払者」とい

う。）で所得税の源泉徴収

義務がある者は、市税条例

第30条の４の規定により１

月31日までに市長に対して

給与支払報告書を提出しな

ければなりません。しか

し、期限までに給与支払報

告書が提出されない場合も

あることから、本市では前

年度の個人住民税を特別徴

収していた給与支払者（以

下「指定義務者」とい

う。）のうち、新年度の給

与支払報告書を提出してい

ない者を対象として、毎年

４～５月に電話や文書を送

付して、給与支払報告書の

提出指導を行っておりま

す。 

しかし、個人住民税の特

別徴収を実施していない給

与支払者（以下「非指定義

務者」という。）について

は、各市税事務所が８月以

降に実施している「補正調

査」の一環として、前年中

に給与支払報告書の提出が

あった者で新年度の提出が

ない者に限り、調査や提出

指導をする取り扱いとして

おりました。 

この度の意見を踏まえ、

平成 29 年度からは「非指

定義務者」に対する提出指

導についても「指定義務

者」と同様の時期・方法に

より提出指導を行うことと
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し、平成 28 年度中に、具

体的な対象範囲や処理手順

を定めることとしました。 

【報告書７５ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 給与所得に係る個人住民税の特別徴収は、法令により義

務付けられ、その周知は様々なリーフレットや各種説明会

などにより実施されているが、特別徴収制度の利便性のア

ピールや今までにないサービスを提供するなど、特別徴収

制度の更なる利用向上のための施策を検討すべきである。

給与所得に係る個人住民税の特別徴収は、法令により義務

付けられていて、その周知は、ホームページへの掲載、様々

な郵送物へのリーフレットの封入及び各種説明会などにより

実施されている。しかし、札幌市の特別徴収制度の普及割合

は、40％台前半で推移しており、効果的な周知が行われてい

る状況とは言い難い。 

地方税法の規定では、特別徴収に係る納期の特例制度が設

けられており、給与の支払を受ける者が常時 10 人未満であ

る場合には、「納期の特例に関する申請書」を提出し、承認

を受けることにより、年 12 回の納入から年２回（６～11 月

までの分を 12 月 10 日まで、12 月から翌年５月までの分を６

月 10 日まで）の納入とすることができる制度である。しか

し、その利用率を計る指標として、特別徴収の課税者が 10

人未満の特別徴収義務者に占める納期の特例制度を利用して

いる事業者の割合は、2.0％前後で推移しており、その制度

の理解が広がっている状況とはいえない。 

今後は特別徴収制度の普及に向けて、特別徴収税額の納期

の特例制度が所得税の源泉徴収事務の納期の特例制度に似て

いることをアピールし、制度利用による利便性の向上につい

て事業者の理解を深めるなどの広報活動を充実させるととも

に、希望する事業者には他の市町村でも実施している個人住

民税の納付書に税額を印字するサービスや、ホームページか

ら納付書を作成できるシステムの構築など、所得税の源泉徴

収事務にないサービスの提供や利便性をアピールすることも

検討すべきである。 

給与所得に係る個人住民

税は、札幌市税条例第33条

の２の規定により、原則と

して特別徴収により徴収す

ることとされております。

本市においては、給与所得

者に係る特別徴収推進の取

り組みとして、市のホーム

ページや給与支払者に送付

する各種リーフレット等に

より特別徴収制度の普及促

進に努めてきたところで

す。 

この度の意見を受け、特

別徴収制度の周知及び利用

促進として、納税者が特別

徴収制度を利用した場合に

おける利便性、給与支払者

が特別徴収に係る納期の特

例制度を利用した場合にお

ける利便性を積極的にアピ

ールする方向で周知内容等

の見直し等を行うこととし

ました。 

また、法令順守や納税者

の利便性確保の観点から、

個人住民税を特別徴収する

法定義務のある給与支払者

を対象として、積極的に特

別徴収義務者に指定する取

組を進めて行くこととしま

す。 

【報告書７７ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 退職手当等に係る個人住民税の特別徴収税額の確認に有

効な、退職所得に係る特別徴収税額の個人別内訳書が未提

出の事業者に、電話やハガキ等で提出を促し、積極的に特

別徴収税額の確認をすべきである。 

退職手当等に係る個人住民税の特別徴収税額の確認につい

ては、給与所得に係る個人住民税を特別徴収している事業者

（以下「指定義務者」という。）及び納入書の送付の依頼の

あった指定義務者ではない事業者から提出される、市民税・

道民税納入申告書に記載された特別徴収税額と退職所得の特

別徴収票又は退職所得に係る特別徴収税額の個人別内訳書を

突合せし、事業者が納入した退職手当等の特別徴収税額と金

個人住民税の退職手当等

に係る特別徴収税額の個人

別内訳書（以下「個人別内

訳書」という。」）は、法

令等に規定された書類では

なく、本市が独自に退職手

当等に係る個人住民税が適

正に徴収されているかを確

認することを目的として、

特別徴収義務者に協力して

いただける範囲で提出をお

願いしている書類です。 

この度の意見を踏まえ、
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額が一致しているかを確認している。 

平成 26 年度の市民税・道民税納入申告書の中から、10 件

の退職所得の特別徴収票と退職所得に係る特別徴収税額の個

人別内訳書のサンプリング調査を実施し、突合せ作業をした

結果、双方の資料がないものが４件（指定義務者 2 件、指定

義務者ではない義務者２件）確認された。 

なお、退職所得の特別徴収票の提出範囲等の取扱いは、地

方税法の施行に関する取扱について（市町村税関係）（昭和

29年 5月 13日自乙市発第22号、各都道府県知事宛自治庁次

長通達）に規定されており、退職所得の特別徴収票は、法人

がその役員に対して支払う退職手当等に限り、市町村長に提

出する義務を負うこととなっているが、その他の者に対して

支払う退職手当等について、提出義務はないこととなってい

る。 

一方、退職所得に係る特別徴収税額の個人別内訳書は、法

令等により市町村長への提出が義務付けられているものでは

なく、札幌市独自の取扱いとして退職所得の特別徴収票の提

出義務がない者を含めて、退職手当等の支払いをした事業者

に、提出をお願いしているものとなっている。 

そのため、退職手当等に係る特別徴収税額を納入する際

に、市町村長へ提出する市民税・道民税納入申告書に記載さ

れた特別徴収税額が、適切に算出されているかを確認する作

業が一部できない状況となっている。 

現在、札幌市は退職所得の特別徴収票及び退職所得に係る

特別徴収税額の個人別内訳書のどちらかが提出された場合に

のみ、市民税・道民税納入申告書との突合せ確認をしている

が、適正な徴収の確認を実施するために、退職所得に係る特

別徴収税額の個人別内訳書が未提出の事業者に対して、電話

やハガキ等により提出を促すなどして、積極的に特別徴収税

額の確認を実施すべきである。 

個人別内訳書が未提出の事

業者に対する提出督励につ

いて、実施する場合の課題

や費用対効果等を検証する

ため、試験的に個人別内訳

書の提出督励を実施するこ

とといたします。 

【報告書７８ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 退職手当等に係る個人住民税の特別徴収が、適正に実施

されているかを確認するための補正調査の実施を検討すべ

きである。 

退職手当等に係る個人住民税の納付方法について、給与所

得に係る個人住民税を特別徴収している事業者（以下「指定

義務者」という。）は理解する機会があると思うが、指定義

務者ではない事業者については、理解する機会がほとんどな

い状況と考えている。税政部市民税課では「所得税と住民税

は退職所得に係る所得金額や課税標準額が同一であり、所得

税の源泉徴収を行っているにもかかわらず、個人住民税の特

別徴収のみを行わないことは考えにくいとの理由から、あえ

て調査することとしていなかった。」との回答であったが、

一般の従業員等に退職金を支払った事業者が、個人市民税を

特別徴収する知識や考えがない場合もあり得ることから、何

らかの退職手当等に係る個人住民税の補正調査が必要と考え

る。 

よって、退職手当等に係る個人住民税の特別徴収が、適正

退職手当等の支払をする

者は、市税条例第36条の５

の規定により、退職手当等

を支払う際、その退職手当

等に係る個人住民税を特別

徴収の方法によって徴収し

なければならないこととさ

れています。また、退職手

当の支払いを受ける者は、

市税条例第36条の７の規定

により、退職所得申告書を

市長に提出しなければなら

ないこととされておりま

す。これとは別に、本市独

自の取り組みとして、退職

手当等に係る個人住民税を

特別徴収した義務者に対し

て、個人別内訳書の提出を

求めることで退職手当等に
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に行われているかを確認する補正調査の実施方法を検討すべ

きである。 

係る個人住民税の適正な徴

収の確保に努めているとこ

ろです。 

この度の意見を受け、退

職手当等に係る個人住民税

の「補正調査」の有効性を

検証するため、抽出調査を

実施することといたしま

す。 

【報告書７９ページ】 

３.２.１ 個人市民税 

○ 個人住民税の減免申請における減免事由が失業等による

担税力不足の場合の申請・審査処理において、失業等の事

実を客観的に証する書類がない場合の審査が適正に実施さ

れるように、減免事務取扱要領を改訂し、職員への周知・

指導を徹底すべきである。 

各市税事務所において、平成 24 年度から 26 年度までの減

免審査資料の簿冊から、ランダムに選定した平成 26 年度の

10 件の生活保護減免及び平成 24年度から26 年度までの担税

力減免の全ての審査資料を確認した。 

この中で、東部市税事務所における平成 26 年度の厚別区

の失業等の事由１件で、減免通知が交付されていたが、失業

等を客観的に証する資料の確認ができなかった。また、西部

市税事務所における平成 26 年度の手稲区の失業等の事由１

件で、減免通知が交付されていたが、失業等を客観的に証す

る資料の確認ができなかった。これらの審査資料について

は、後日、「申請書を受付する際に、失業等の事実を申請者

本人から詳細に聴取し、申請事由に疑義がないものであっ

た。」とする報告を税政部市民税課から受けたが、その失業

等の事実を客観的に証する資料が添付されず、申請者本人か

ら聴取した内容も記録されていなかったことは、失業等を減

免事由とする審査として、適切な事務処理とは言い難い。今

後は、失業等を申請事由とした減免申請を含め、減免申請の

際に納税者が申し出た申請事由を客観的に検証できる書類の

提出がない場合の処理方法を整理するなどして、減免事務取

扱要領を改訂するとともに、職員への周知・指導を徹底すべ

きである。 

本市における個人住民税

の減免は、市税条例第35条

に基づき、原則、納税者か

らの申請によって審査・決

定している。減免の審査・

決定に係る具体的な事務処

理の手順は「個人市・道民

税減免事務取扱要領」に規

定されており、各市税事務

所では、この要領に基づき

減免の審査・決定事務を進

めることとしています。 

しかし、現行の「個人

市・道民税減免事務取扱要

領」では、失業等を理由と

する減免申請があった場合

において、申請事由（失業

等の事実）を確認するため

の書類が例示されておら

ず、また、失業等を客観的

に証する書類が無かった場

合における取り扱いも示さ

れていなかったことから、

市税事務所間において減免

を審査・決定する過程で確

認内容（添付書類）に差異

が生じる可能性がありまし

た。 

この度の意見を受け、減

免を審査・決定する際に失

業等を客観的に証する書類

が添付できない場合、納税

者に申立書の提出を求める

よう課長会議等で周知徹底

を図りました。また、減免

申請書に添付すべき書類に

ついて「個人市・道民税減

免事務取扱要領」に追記す

るなど、平成 28 年中に改

訂版を各市税事務所へ配布
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することといたします。 

【報告書８４ページ】 

３.２.２ 法人市民税 

○ 未届法人を把握するための調査方法で、個人市民税の事

務所・事業所課税の資料収集で活用することとなってい

る、保健所での営業カード・食品販売カードの活用をして

いなかった。この保健所から提供を受けた平成 26 年度の

営業施設許認可の資料や、雑居ビル１棟の看板表示の現況

調査及びテナントビル１棟の事業所用家屋貸付等申告書を

基に、未届法人の事務所・事業所等の確認調査を依頼した

ところ、調査対象 429 件のうち、申告内容に問題がある可

能性があり、調査を要すると考えられるものが 22 件判明

したことから、課税の公平性や網羅性の観点より、早急に

効率的・効果的な調査方法に改善すべきである。 

札幌市法人市民税事務取扱要領のＰ285 に未届法人の調査

フローが掲載され、未届法人の調査方法として、登記事項調

査票・道税処理一覧表・事業所用家屋使用状況申告書などを

基に未届法人を把握することとなっていて、これを基に未届

法人一覧名簿が作成されていることを確認したが、個人市民

税の事務所・事業所課税の対象者の調査票作成の資料収集

で、保健所からの提供リスト等も活用することとなっている

事実を知らなかったことは、課税の効率性・効果性のある調

査方法とは言い難い。 

今後は、税政部市民税課が、市民税課・諸税課・固定資産

税課で管理・利用している各資料を横断的に利用できるよう

にリーダーシップをとるとともに、諸税課職員に対してこれ

らの調査方法を周知・徹底していくことで、効率性・効果性

はより向上し、網羅的な調査が実現するものと考える。 

また、①保健所から提供を受けた平成 26 年度の営業施設

許認可（医療関係、理美容業、飲食店業）資料、②包括外部

監査人が看板表示の現況調査を実施し、資料収集した北区に

所在する雑居ビル１棟、③事業所税の事業所用家屋貸付等申

告書を活用し、中央区に所在する商業テナントビル１棟の未

届法人の事務所・事業所等の確認調査を依頼した結果、適正

に申告があるなど、既に調査を進めているものを含めた件数

は 407 件、それ以外で申告や届出が必要な件数は 22 件であ

り、調査件数に占める割合は 5.1％（22／429 件）であっ

た。 

この中で未届法人の調査方法の一つとして、事業所用家屋

使用状況申告書を基に未届法人を把握することとなっている

が、中央区のテナントビルは調査件数 164 件のうち、申告内

容に問題がある可能性があり、調査を要すると考えられるも

のの件数は７件であり、調査件数に占める割合は 4.3％（７

件／164件）であった。 

以上のことから、市民税課・諸税課・固定資産税課の各課

で管理・利用している各資料の活用が有効であることを証明

している。

なお、北区の雑居ビルの看板表示の現況調査を実施した

が、その調査結果は調査対象 106 件のうち、申告内容に問題

本市内に新たに事務所、

事業所等を有することとな

った法人は、市税条例第 30

条第８項により、名称、代

表者氏名、事務所所在地等

を記載した設立届出書を提

出しなければなりません。

しかし、実態として法人か

ら設立届出書が提出されな

い場合もあることから、本

市では、事務所、事業所の

届出が必要と思われる法人

に対して、未届法人の調査

を行っております。未届法

人の調査方法として、事業

所税等の他税目の申告及び

届出内容、法務局の登記調

査等により未届法人の把握

を行っておりました。 

また、調査を要すると考

えられる 22 件の法人につ

いては、全件、現地調査等

行い、活動している法人か

らは、設立届出書又は申告

書の提出がありました。 

この度の包括外部監査に

おける意見を踏まえ、平成

28 年度以後の未届法人の調

査については、保健所から

の情報等を活用し、商業テ

ナントビル等の現況調査に

ついて効果的な調査方法を

検討し、実施いたします。 
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がある可能性があり、調査を要するものと考えられるものな

どの件数は８件であり、調査件数に占める割合は 7.5％（８

件／106 件）であった。現在、ほとんど実施していない雑居

ビルや商業テナントビルの現況調査については、定期的な現

況調査も検討すべきと考える。よって早急に効率的・効果的

な調査方法を検討し、改善すべきである。 

【報告書８６ページ】 

３.２.２ 法人市民税 

○ 札幌市内における各区の法人市民税の均等割額の算定に

用いられる従業者数の確認調査を積極的に実施すべきであ

る。 

申告納税制度となっている法人市民税では、２以上の市町

村において事務所・事業所等を有する分割法人の法人税割額

や、札幌市内における各区の法人市民税の均等割額の算定

は、従業者数に応じて法人税割額の分割又は均等割額の税率

が定められているために、その従業者数を把握することは、

分割法人の法人税割額や各区の均等割額を算定する上で、と

ても重要なものといえる。 

税政部市民税課に行ったヒアリング調査では、「均等割の

従業者数について、分割基準と大きな差異がある場合、ホー

ムページ等で申告内容と異なる場合等は、電話照会、実態調

査等を行い、従業者数の確認を行っております。具体例とし

て、申告上の均等割で申告した課税区以外の支店をホームペ

ージ等で確認し、修正申告書の提出を求めております。」と

あり、また、「分割法人の調査では、北海道からの通知によ

り確認していますが、疑義がある場合は法人・関与税理士に

確認しています。また、他の市町村へは必要が生じた場合、

随時確認しています。」との回答で、分割法人の従業者数の

検証はある程度、確認できるものであった。 

しかし、札幌市内の各区の法人市民税の均等割額算定に係

る従業者数について、例えば従業者数が 50 人超と 50 人以下

で均等割額の税率が大きく変わることから、その従業者数の

確認方法を中央市税事務所諸税課にヒアリングしたところ、

「申告書の記載内容に問題がない場合、均等割の算定で用い

る区ごとの従業者数が 50 人前後であることのみで、実態確

認調査等を行っていません。」との回答であり、積極的に確

認調査を今まで実施していなかった。 

全ての法人の従業者数を調査することは不可能であって

も、50 人前後の法人を抽出し、その従業者数を調査すること

は可能と考える。 

よって、札幌市内における各区の法人市民税の均等割額の

算定に用いられる従業者数の有効な確認調査方法を検討し、

積極的に確認調査を実施すべきである。 

本市に事務所、事業所等

を有している法人は、市税

条例第33条第５項の規定に

より、法人市民税を申告納

付しなければなりません。

法人市民税の均等割額は、

区ごとに税額を計算し、区

ごとの従業者数が50人超か

50 人以下であるかにより、

税額が異なります。本市で

は、均等割額の従業者数に

ついて、法人市民税法人税

割の添付書類である分割明

細書の従業者数と大きく異

なる場合など、法人、税理

士に対して確認を行ってお

りました。 

この度の意見を受け、平

成 28 年度以後は、調査対

象法人の抽出条件を考慮の

上、従業者数の確認調査を

実施いたします。 

【報告書９７ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 

○ 現地調査の記録方法等の統一を図るべきである。また、

深度をもった現地調査を計画的に行うべきである。 

市税事務所では、夏と年末に土地と家屋の現地調査を行っ

現地調査については、担

当者が地区の図面を携帯

し、現地の利用状況につい

て調査した結果を記録して

いますが、その記録方法等
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ている。市税事務所ごとに担当地域の広さや件数に違いがあ

るため、現地調査に要する期間については一律ではないが、

夏は２週間以上をかけ徒歩・自転車・自動車等を用いて、担

当者ごとに割り当てられた地域を確認し、年末は新増築や異

動があった物件などをピンポイントで確認している。平成 26

年度においては、市税事務所合計で土地評価担当の土地係は

2,115 日、家屋評価担当の家屋係は 8,032 日の現地調査が実

施されている。現地調査の計画・方針は特に定められていな

いが、年２回の現地調査の主な着眼点は、下図のとおりであ

り、外勤時に把握した情報は土地係と家屋係で適宜共有さ

れ、連携が図られているとのことである。

【現地調査の際の主な着眼点】

区 分 夏 年    末 

土地係 ・土地の利用状況の

確認 

・夏の現地調査以降に新

たな登記情報の通知が

あった場合の現地確認 

・家屋の新築及び滅失確

認（住宅用地の特例適

用の有無） 

家屋係

(木造) 
・既存家屋の現地確

認（増改築や滅失

等の把握）

・新築家屋及び建築

工事中家屋の状況

確認

・建築工事未完了家屋の

完成・未完成の確認

・既存家屋の滅失確認

（夏の現地調査以降の

滅失家屋を把握）

家屋係

(非木造)
・既存家屋の現地確

認及び滅失確認

・新築家屋及び建築

工事中家屋の状況

確認

・建築工事未完了家屋の

完成・未完成の確認

・既存家屋の滅失確認

（夏の現地調査以降の

滅失家屋を把握）

（市税事務所作成資料に包括外部監査人一部加除）

現地調査で、担当者は担当地域の地図を作成・携帯し、当

該地図に異動があった物件については情報をメモし、異動が

ない物件についてはチェックマークを付すなどして記録を行

っている。監査の際、数名の担当者が作成した地図を確認し

たが、地図の作成方法、メモの方法、外勤を行った日付の記

載の有無について統一が図られていなかった。人事異動や担

当地区替え、上席者による確認、後日の検証等を考えた場合

には、地図の作成方法、記録方法の統一を図り、一定期間保

存すべきである。 

現在の現地調査は、土地係の現地調査において、家屋の新

築・改築・滅失など、明確な使用実態の変化があった場合に

は、聞き取り調査等が行われているものの、使用状況の変化

は、外観による確認が主になっており、現況を十分に確認で

きていない。今回も住宅用地の課税標準に関する特例に対し

て、監査を行ったところであるが、家屋係との連携による情

報やデータの収集に加え、民間の地図情報等を現地調査の事

について統一が図られてい

なかったものです。 

この度の意見を受け、今

後は記録方法を含め現地調

査の手法や着眼点等につい

て土地評価事務取扱要領等

に明記するとともに、外勤

前に市販の住宅地図等を確

認するなどして、より正確

な実態把握に努め、土地係

と家屋係の連携を密にして

効果的な現地調査を実施し

ていきます。 

また、非課税や減免を行

っている物件についても、

外観から状況を確認するだ

けでなく、一定期間ごとに

所有者等に聞き取り調査を

実施し、より綿密に現地を

確認していきます。 
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前準備として把握し、調査に臨むことによって、状況の変化

を確認することが可能と思われる事例があった。防犯上、自

由に出入りすることができないアパートやマンションなどの

建物も増え、現地調査による状況把握が難しくなってきてい

ることは理解するが、より正確な課税を行うため、新築・改

築・滅失などの物理的な増減があった物件だけではなく、既

存物件に対しても納税者からの情報収集に加え、地図情報等

の民間情報も活用するなど、深度をもった現地調査を行うべ

きである。その際、札幌市内に存在する土地・家屋は膨大な

件数であり、やみくもに現地調査を行っても効果は上がらな

いと考えられるため、市税事務所全体で、現地調査に関する

中長期的な計画、年度ごとのテーマを定めるなどして効率的

に実施すべきである。 

また、非課税物件、減免物件に対しては、現地調査の際に

非課税、減免となった状況が継続しているかについて確認が

行われているが、これについても、先に記載したとおり外観

からだけではなく、定期的に聞き取り調査等を行うなどして

より正確な確認を行うべきである。 

【報告書１１７ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 

○ 市税条例で提出義務がある住宅用地使用申告書及び固定

資産税減額申告書について、納税者に積極的に周知し提出

を受けるべきである。 

固定資産税（土地）の課税標準は、固定資産の価格で固定

資産課税台帳に登録されたものであるが、住宅用地について

は課税標準になるべき価格の３分の１（小規模住宅用地につ

いては６分の１）の額とされている。土地の所有者は、新た

に住宅用地の使用を開始した場合、住宅用地の使用を変更し

た場合、住宅用地の使用を廃止した場合には、市長に対し、

市税条例第 59 条の２の規定により、住宅用地の所在、面積

等の賦課徴収に必要な事項を記載した申告書（以下「住宅用

地使用申告書」という。）を提出しなければならない。 

地方税法第 403 条第２項の規定には「固定資産の評価に関

する事務に従事する市町村の職員は、総務大臣及び道府県知

事の助言によつて、且つ、納税者とともにする実地調査、納

税者に対する質問、納税者の申告書の調査等のあらゆる方法

によつて、公正な評価をするように努めなければならな

い。」と規定されており、担当職員は住宅用地使用申告書提

出の有無にかかわらず、特例が適用される土地については特

例に従って賦課決定をすべき職務上の義務を負っているとし

た判例もある。 

この住宅用地使用申告書の提出状況について確認を行った

ところ、市税事務所全体で年間数十件程度しか提出がなかっ

た。市税事務所においては、土地の所有者から自主的に提出

された申告書の受理は行っているものの、上記地方税法の解

釈、納税者の利便性、事務量等を考慮して全件提出を促すよ

うな運用を行わず、例えば、新築住宅の場合、住宅用地使用

申告書の提出がなくても現地調査での確認等に基づいて特例

の適用を行っている。しかし、市税事務所が限られた期間と

住宅用地使用申告書につ

いては市税条例第59条の２

の規定により、新築された

家屋に係る固定資産税減額

申告書については市税条例

附則第５条の４の規定によ

り、申告書を提出しなけれ

ばならないとされていると

ころです。 

これまでにおいても広報

さっぽろ等で周知に努めて

いるところですが、この度

の意見を受け、住宅用地申

告書の提出については、平

成28年度固定資産税・都市

計画税の納税通知書同封パ

ンフレットに記載するとと

もに、新築された家屋に係

る固定資産税減額申告書の

提出については市税のホー

ムページにおいて広報して

います。 

今後もパンフレットや冊

子等でもＰＲするなど、更

なる広報の充実を図り、納

税者に対して申告書の提出

の協力を求めていきます。 

また、新築家屋の評価の

際には必ず申告書の提出に

ついて説明し、現地調査に

おいて住宅用地の変更・廃
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人員で、住宅用地の特例を違いなく適用することが困難であ

ることは、当監査の他の指摘からも明らかである。特例新規

適用後の変更・廃止を考えた場合には、土地の利用状況を最

もよく知る立場である土地所有者からの申告を受けること

は、市税事務所による住宅用地の認定を補完する意味で有用

であると考えられるため、積極的に納税者に周知し、提出を

受けるべきである。 

また、家屋についても、新築住宅の減額（新築後３年度分

の固定資産税額の２分の１を減額）、新築中高層耐火建築住

宅の減額（新築後５年度分の固定資産税の２分の１を減額）

措置が地方税法、市税条例で定められており申請書の提出が

必要となっているが、提出がほとんどない状況であるため改

善する必要がある。 

止が推測される土地につい

ては所有者に連絡するな

ど、申告書の提出を求めて

いきます。

【報告書１１９ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 
○ 償却資産について、本社が札幌市外にある法人に対して

も実地調査を行うことを検討すべきである。 

市税事務所では、償却資産の未申告者に対して、過去の申

告内容に基づき、みなし課税を行っている。みなし課税は、

申告書の提出がなくても前年までの申告資産と同じ償却資産

を所有しているものとみなして課税を行う制度であるが、長

期間みなし課税を続けることは正確な課税客体把握の面等か

ら好ましくない。そこで、平成 26 年度償却資産未申告者の
税額上位 10 社のリストを入手し、当該リストに記載されて
いる納税義務者に対して、税務調査をはじめとする市税事務

所による対応が、行われているかを確認した。その結果、９

社については過去数年内の税務調査の実施や申告書の提出が

されていることが確認できたが、残り１社については、過去

３年間未申告であるにもかかわらず、税務調査が実施されて

おらず、みなし課税が継続されていた。当該法人は、札幌市

外に本社を構える法人であった。市税事務所にヒアリングを

行ったところ、札幌市外に本社を構える法人については、費

用対効果の面から積極的に税務調査を行えていないとのこと

であったが、前述のとおり、長期間みなし課税を継続するこ

とは好ましくないため、札幌市外に本社を構える法人につい

ても、書面調査を含めた税務調査を行うことを検討すべきで

ある。 

償却資産における実地調

査において、従前から札幌

市外の法人についても調査

を実施しているところでは

ありますが、調査対象選定

の優先度では、費用対効果

の面からも札幌市内の納税

義務者への調査を優先的に

実施しているところであり

ます。 

この度の意見を受け、今

後は札幌市外の法人につい

ても、長期間みなし課税を

行っている法人に対して郵

送による帳簿調査を実施す

るなど効果的な調査方法を

検討して実施していきま

す。 

【報告書１２０ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 
○ 償却資産について、実地調査に基づき事業者から提出さ

れた修正申告書を検査したところ、申告すべきものが記載

されていない修正申告書があったことから、添付書類と申

告内容のチェックを強化すべきである。 

償却資産について、平成 26 年度の実地調査追徴税額発生

リストの提供を受け、そのうち５事業者を抽出し確認を行っ

た。４事業者については、適正に修正申告がなされていた

が、１事業者については、修正申告書の添付書類として付け

られていた調査対象会社の固定資産台帳に記載されている資

償却資産申告書について

は、担当者間での相互チェ

ックを実施して申告内容の

確認を行っていますが、今

回の件については、チェッ

クが不十分であったため、

添付書類と修正申告書の申

告内容に相違があったもの

であり、過年度分も含めて

賦課を行いました。

今後は、添付書類と申告
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産の一部が、修正申告の対象とされていなかった（過去５年

間の税額影響額+696 千円）。中央市税事務所固定資産税課に
確認したところ、「償却資産の修正申告の内容については、

添付書類と申告内容について相互チェックを実施して確認し

ていますが、今回の件については相互チェックが十分に実施

されなかったことが原因であると考えられます。今後、十分

な相互チェックを実施していくよう徹底します。」との回答

があった。今後は、回答内容のとおり添付書類と申告内容に

ついてチェックを十分に実施すべきである。 

内容の相互チェックについ

て、強化・徹底してまいり

ます。

【報告書１２１ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 
○ 償却資産の納税義務者把握に当たって、他部署との連携

を強化すべきである。 

償却資産係では、未申告法人の把握に当たって、保健所か

らの営業施設許認可資料の活用や税務署での国税資料の閲覧

等を実施している。しかし、保健所からの情報については、

把握できる業種が許認可を要する業種に限られ、また、税務

署での調査は札幌市内に本社がある法人以外の情報は把握で

きない。そこで、同じく市税である事業所税において、事業

所用家屋を貸し付けている事業者に提出が義務付けられてい

る「事業所用家屋使用状況申告書」を用いて、納税義務者の

把握状況と他部署との連携状況を確認することとした。事業

所用家屋使用状況申告書の中から飲食店が入居するビルとオ

フィスビルをそれぞれ１件ずつ選定し、同申告書に記載され

ている家屋の使用者から、償却資産申告書が提出されている

かどうかを確認した。 

【ＡビルＢビル使用者の償却資産申告状況】 

項  目 

Ａビル（中央区

の主に飲食店が

入居するビル）

Ｂビル（中央

区のオフィス

ビル）

事業所用家屋使用状況申

告書に記載されている家

屋の使用者の数（①） 

40 55

①のうち、償却資産の申告

を行っている家屋の使用者

の数（免税点以下で申告義

務がない者を含む） 

38 55

①のうち、償却資産の申告

を行っていない使用者の数 
２ ０

（包括外部監査人作成資料） 

Ｂビルについては、検査した全使用者について償却資産申

告書の提出がある、納税通知書番号が付番されている等、償

却資産係で把握している事業者であることが確認できた。Ａ

ビルについては、Ｂビル同様、おおむね償却資産係で把握し

ている事業者であったが、２件の使用者について、申告漏れ

の可能性がある事業者であることが分かった。いずれも札幌

市外に本社を有する法人であった。 

現在、法人設立・設置届

出書や保健所からの営業施

設許認可資料、登記済通知

書等の資料を活用して、償

却資産の納税義務者の捕捉

を行っているところであり

ます。 

この度の意見を受け、申

告漏れの可能性があったＡ

ビル２件については、調査

し、申告書を送付しまし

た。今後は事業用家屋貸付

等申告書なども活用し、他

部署との連携を強化して、

納税義務者の把握に努めて

まいります。 
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同申告書は、事業所税の適正な課税のために、事業所用家

屋（貸しビル等）を貸し付けている事業者に、市税条例で申

告を義務付けているものであるが、償却資産の納税義務者把

握のためにも有用な資料であるため、償却資産係においても

積極的に活用すべきである。また、同申告書の活用に限ら

ず、納税義務者把握に資する情報は、税政部内の他部署及び

税政部以外の部局にも存在すると考えられるため、連携を図

るべきである。 

【報告書１２２ページ】 

３.２.３ 固定資産税及び都市計画税 
○ 市税事務所の家屋係と償却資産係の連携を再確認すべき

である。 

リース資産であるため家屋評価の対象外とされている「Ｌ

Ｐガス設備」等については、原則として、資産の所有者（リ

ース会社等）が、償却資産の申告を行うこととなる。償却資

産の課税客体把握のため、償却資産係の担当者は、家屋係が

行う事業用家屋の新築評価調査に同行することになっている

が、日程の都合等で同行できない場合には、非木造家屋につ

いては、「非木造家屋の評価計算書の付表」を用いて、家屋

係から償却資産係へ情報提供を行うことになっている。 

札幌市中央区のある賃貸マンション（平成 25 年新築）に

設置されたＬＰガス設備の所有者を確認した上で、当該所有

者から当該ＬＰガス設備について償却資産の申告がされてい

るのかを検査したところ、確認がとれなかった。また、非木

造家屋評価計算書（付表５）のリース資産欄は空欄になって

いた。償却資産の正確な課税客体把握のために、同付表の記

載の徹底を図るべきである。また、償却資産係が現地調査に

同行できない場合にも、所有者の許可をとって、家屋係が償

却資産の課税客体と想定される物件の写真撮影を行うなど、

効率的な連携を図るべきである。 

家屋係と償却資産係の連

携を図るため事業用家屋の

評価調査の際は、基本的に

は家屋担当者に償却資産担

当者が同行することとし、

同行が困難な場合は、家屋

担当者から償却資産担当者

へ非木造家屋評価計算書

（付表５）や木造新築物件

等（事業用）連絡票により

情報提供することとしてい

ますが、当該物件のリース

資産の状況については、家

屋担当者から償却資産担当

者へ十分な連絡がされてい

なかったものです。 

この度の意見を受け、今

後は非木造家屋評価計算書

（付表５）や木造新築物件

等（事業用）連絡票によ

り、家屋担当者と償却資産

担当者の連携の徹底を図る

とともに、家屋調査の際に

リース契約等の確認ができ

ない場合には、所有者の了

承を得た上で写真撮影を行

うなど、これらの資料も活

用して償却資産の課税客体

の把握に努めてまいりま

す。 

【報告書１２５ページ】 

３.２.４ 軽自動車税 
○ 軽自動車税の課税保留、課税取消しについて要綱を作成

し、その処理を統一的に行うべきである。 

軽自動車税は、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動

車及び二輪の小型自動車（以下「軽自動車等」と言う。）を

課税客体とし、その所有の事実に着目して、その所有者を納

税義務者とし、課税客体の主たる定置場の所在する市が、課

するものである（地方税法第 442 条の２第１項、市税条例第

69 条第１項）。課税客体である軽自動車等とは、道路運送車

軽自動車税は、市税条例

第 69 条第１項の規定によ

り、原動機付自転車、軽自

動車、小型特殊自動車及び

二輪の小型自動車（以下

「軽自動車等」という。）

に対し、その所有者に課す

ることと定めております。

軽自動車税は毎年５月に納

税通知書を納税義務者に送
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両法（昭和 26 年法律第 185 号）第２条第２項に規定する自

動車のうち、同法第３条の自動車の種別中、地方税法に規定

されている原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び

二輪の小型自動車をいう。最近では、車税や燃費などの維持

費が安く、取得手続も比較的に簡単なため、軽自動車の所有

台数が増加傾向にある。 

札幌市税務統計による軽自動車税の課税台数の総数は、下

記のとおりであり、５年前と比較して１割程度増加してい

る。 

平成22年度 260,040台 平成25年度 276,540台 

平成23年度 263,842台 平成26年度 286,082台 

平成24年度 268,444台  

このように、手軽に所有できる軽自動車ではあるが、所有

者が軽自動車を取得後、所在不明によって、課税通知書が返

戻されてくる件数が毎年度一定程度あり、その結果、所在が

判明されるまで課税保留の処理とされる。平成 26 年度現在

で、平成 21 年度から平成 25 年度までの累計課税保留件数

は、1,215 件であり、そのうち平成 26 年度中に所在が判明し

課税できたのは、260 件になっている。また、平成 26 年度に

新たに所有者が所在不明となって課税保留となった件数は

187 件あり、所有者の所在情報の把握方法やその事務処理が

課題となっている。よって、課税保留、課税取消しの処理に

ついて、どの原因の場合にはどのような事実確認を行うか定

めておらず規定を整備すべきである。 

り、５月末までに納付をお

願いしております。納税通

知書が居所不明等により返

戻となった場合は、所有者

の居所を調査し、再度送付

しておりますが、調査に時

間がかかる場合、一旦課税

保留とし、継続的に調査を

実施しております。また、

賦課期日（４月１日）現

在、軽自動車等を所有して

いないことが判明した場合

は、課税の取消しの対応を

しています。それぞれの業

務については共通する事務

があり、軽自動車税事務取

扱要領の記載内容について

もまとめて説明しておりま

した。 

この度の意見を受け、軽

自動車税事務取扱要領の内

容を見直し、課税保留と課

税取消しの項目立てを独立

し、それぞれの事務処理を

分かりやすく解説すること

で、実際の事務対応がスム

ーズとなるよう、平成 28

年度中に軽自動車税事務取

扱要領を改正します。 

【報告書１２６ページ】 

３.２.４ 軽自動車税 
○ 軽自動車税に関する申立書の記載方法について、統一し

た方法を採用し、その申立て時の事実確認は、複数の職員

によるチェック体制を整えるべきである。 

 車検制度がない原動機付自転車などについては、所有状況

の確認が明確に行えない場合があり、遺失や盗難などがあっ

た場合は、軽自動車税の課税停止の申立てが行われる。軽自

動車の所有者となった者は、その所有者となった日から 15

日以内に申告する必要があり、所有者でなくなった者は、そ

の日から 30 日以内に申告する必要があるが、遺失や盗難を

原因として所有権を有しなくなった場合は、課税停止の申立

てを行い、申立てが認められれば、その日以降の年度（基準

日は毎年４月１日）の課税が停止されることになる。ただ

し、札幌市においては、課税停止の申立てについて明確な基

準等がなく、諸税課の担当者の判断において、申立ての処理

が行われている現状にある。よって、申立書の記載につい

て、その記載方法及び添付するべき書類を統一すべきであ

る。 

軽自動車税等の所有者で

なくなった者は、市税条例

第 73 条第２項の規定によ

り、軽自動車等の所有者で

なくなった日から30日以内

に総務省令で定める様式に

よる申告書を市長に申告し

なければならないと定めて

おります。所有者でなくな

った理由として、盗難や譲

渡したが譲受人が行方不明

となるなど、ナンバープレ

ートなどの必要な書類等の

返納ができず、廃車申告が

正常にできない場合、所有

者からの「軽自動車に関す

る申立書」の提出をお願い

しております。この申立書

は所有者でなくなった理由

書等でもあり、今後の課税
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を保留する位置づけとなっ

ております。 

これまで申し出内容を記

載する方法は申し出人の表

現に任せていましたので、

様々な文体で統一性はあり

ませんでした。また、申立

書の内容で、職員が確認し

た事項なのかどうか明確に

はなっておりませんでし

た。今後は、申立書の記載

方法にあって、所有者でな

くなった理由として多い事

例の例示文を示すなどの申

立て確認事務の見直しを図

ります。また、事務処理の

正確性を期するため、平成

28 年度中に軽自動車税事務

取扱要領を改正します。 

【報告書１２７ページ】 

３.２.４ 軽自動車税 
○ トラクター等の販売店などへの軽自動車税制度の周知方

法を検討すべきである。 

小型特殊自動車は、農耕作業用のトラクターなどの農耕作

業用自動車や作業所内で使用されるフォークリフトやタイ

ヤ・ローラなどが該当するが、これらの小型特殊自動車は他

の軽自動車とは異なり、直接、中央市税事務所へ行って申告

手続をする必要がある。申告の利便性の面では、他の車種よ

り劣っていると考えられ、販売店等で積極的に申告義務及び

軽自動車税制度の周知に努めるべきである。なお、申告書の

受付事務については車種によって下記のとおりとなってお

り、民間事業者へ申告受付の事務が一部委託されている。 

１ 原動機付自転車 

中央市税事務所諸税課又は原動機付自転車申告書受付事

務取扱所として、北海道自転車軽自動車商業協同組合の組

合員のうち11店舗。 

２ 軽自動車 

  一般社団法人全国軽自動車協会連合会札幌事務所 

３ 二輪の小型自動車 

  札幌運輸支局 

４ 小型特殊自動車 

  中央市税事務所諸税課 

軽自動車の区分で小型特

殊自動車がありますが、農

耕作業用のトラクターやフ

ォークリフト等が該当しま

す。原動機付自転車は、市

内11店舗の自転車販売店等

で申告受付が可能となって

いますが、これらの小型特

殊自動車については、直接

中央市税事務所に行って申

告することとなります。  

これまでは、申告場所の

案内も含めて、トラクター

等の販売店などへの軽自動

車税制度のＰＲはしていま

せんでした。 

軽自動車税の広報につき

ましては、積極的に行うべ

きと考えておりますので、

平成 29 年３月までに軽自

動車税申告を促すチラシを

作成し、トラクター等の販

売店の協力などを得て小型

特殊車両の購入者へ配付す

る対応を実施いたします。 

【報告書１２９ページ】 

３.２.５ 市たばこ税 
○ たばこ税の申告者に対して、調査等を通じて接触を図る

よう努めるべきである。 

たばこ税の申告者は、製

造たばこの製造者や卸売販

売業者で、その多くがたば

こ事業を専らの生業とした



- 29 - 

札幌市内のたばこの卸売販売事業者等である納税義務者は

11 事業者あるが、そのうち大手２社で納税額の９割を占めて
いる。具体的には、国産たばこ製造業者等から売り渡された

たばこの本数を毎月札幌市へ申告するものであり、札幌市に

おいては、北海道より送付されてくる売り渡し本数明細表と

申告された内容をチェックしている。たばこ税は、札幌市の

ほか、税務署及び北海道にも申告されるものであるので、札

幌市では通常、たばこ小売事業者との接触がない。市たばこ

税制度の周知のためにも事業者との接触に努めるべきであ

る。 

者であることからたばこ税

についての理解は深いと考

えておりますが、引き続き

市たばこ税制度の周知につ

きましては、市のホームペ

ージ等を活用するなど、広

く税制度についての広報を

心掛けてまいります。 

【報告書１３２ページ】 

３.２.６ 入湯税 
○ 入湯税に係る経営申告書提出について、添付書類を統一

すべきである。 

特別徴収義務者となる者は、鉱泉浴場を経営している者と

なっている。よって、特別徴収義務者に該当する場合には、

入湯税に係る経営申告書の提出が求められるが、保存されて

いる経営申告書及び添付書類を確認したところ、その記載内

容及び添付書類の保存状況が統一されてはいなかった。経営

申告書は、入湯課税するかどうかの基本となるものであり、

よってその申告書へ添付する書類の様式は統一すべきであ

る。 

市税条例第 115 条によ

り、鉱泉浴場を経営しよう

とする者は、経営開始の日

の前日までに住所・氏名や

経営する鉱泉浴場の所在地

等を市長に申告しなければ

ならないと定めています。 

経営申告にあたっては、

保健所に届け出ている浴場

経営許可書や温泉成分分析

表等を添付するよう依頼し

ていますが、これらについ

ては法令により添付するこ

とを定めているものではな

く、添付書類を統一してお

りませんでした。 

この度の包括外部監査に

よる意見を受けて、経営申

告書の添付書類は浴場経営

許可書に統一いたします。 

【報告書１３２ページ】 

３.２.６ 入湯税
○ 入湯税の課税について、表示板等を通じて利用者へ周知

すべきである。 

 実態確認調査については、札幌市において入湯税実態調査

要領を定め、入湯税の正しい理解と適正な申告を促すことを

目的に、啓発及び調査を行うこととしており、各種帳簿類の

チェックや聞き取り調査を特別徴収義務者には実施してい

る。入湯税の啓発という点では、本来の納税義務者は入湯客

であり、入湯税が環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設、観

光施設及び消防施設や観光振興の費用に充てるための目的税

であることを考えると、もっと一般入湯客にもこの税を周知

する必要があると考えられる。 

市税条例第 109 条によ

り、入湯税は鉱泉浴場にお

ける入湯に対し、入湯客に

課するものと定めておりま

す。

しかし、実際に入湯税を

申告納入するのは鉱泉浴場

を経営する特別徴収義務者

であるため、入湯客として

は入湯税を支払っているこ

とを認識しにくい状態とな

っています。

この度の意見を受け、特

別徴収義務者と調整したう

えで、適切な方法により一

般入湯客への周知を図って

まいります。 
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【報告書１３４ページ】 

３.２.７ 事業所税 
○ 用途非課税の適用について、その確認する書類の統一の

基準策定が必要である。 

地方税法の各条項対象の用途非課税について、保存してい

る書類を確認したところ、その用途非課税適用の判定の根拠

となるものが、何であったのかが判然としていない。よっ

て、判定時における判定の基礎となる書類を保存すべきであ

る。 

新規の申告対象者の把握には、不動産登記情報、建築確認

情報等を基に、その事業所税課税対象面積の把握を行ってい

る。その場合に、800 ㎡以上の家屋の所有者について自ら使

用しているときには、事業所税申告対象者として申告書を発

送し、その家屋の所有者が他に貸付を行う場合には、事業所

用家屋貸付等申告書を発送した上で、その賃借人を把握し、

その賃借人の使用する賃借面積が 800 ㎡以上の場合に、事業

所税申告書を送付している。事業所税について、一般の事業

者への認知度が低い税目とはされているが、課税された場

合、一定の負担額となるため、申告対象者の把握は重要であ

るとともに、他に貸し付けている所有者の事業所用家屋貸付

等申告書の提出義務についても、広く周知すべきものであ

る。 

事業所税については、非課税制度、課税標準の特例制度、

減免制度があり、通常の税負担の軽減措置が講じられてい

る。これらの軽減措置を受けるためには、一定の要件があ

る。非課税制度については、人的非課税及び用途非課税の２

種類があり、人的非課税は、その事業者が国及び公共法人な

どの公益性の高い法人がその対象となっており、課税非課税

の認定の判定は容易となっている。一方で、用途非課税の種

類は 27 種類（札幌市：平成 26 年度適用分）あり、その非課

税の用途に使用されたかどうかは、課税標準の算定期間の末

日で判定することになっている。 

また、この非課税制度のほか、14 種類の課税標準の特例制

度、16 種類の減免制度（いずれも札幌市、平成 26 年度適用

分）についても一定の要件が定められており、その事業所税

の軽減措置を受けることは、実際の納税負担額の減少とな

り、軽減額と同額の補助金を収受したのと同等の効果が生じ

ることと考えられる。 

以上のような軽減措置の各制度について、札幌市において

その事務がどのように行われているか、制度の適用状況につ

いてヒアリングを行い、サンプリングとして用途非課税、課

税標準の特例、減免の各５件ずつを抽出し、適切にその処理

がなされているか、確認を行った。サンプリングの結果、申

告対象者の申告対象面積のうち一部用途非課税や課税標準の

特例、減免制度を受けている者については毎年申告の都度、

それぞれの対象面積の計算やその用途についてその状況の記

載がされており、計算間違い等があった場合にも正確に是正

されていた。しかし、医療機関などその施設のほとんどが用

途非課税と推定されるものについては、その非課税と面積を

地方税法第701条の34第

３項及び第４項において、

事業所税の用途非課税が定

められています。事業所税

の申告において非課税に該

当すると思われる事業所が

ある場合、これを証する書

類を確認し、必要に応じて

現地調査を実施していま

す。 

しかし、非課税に該当す

る可能性のあるすべての施

設について図面等の関係書

類の提出を求めてはおりま

せんでした。 

今後は、用途非課税の適

用について、その確認する

書類の基準を策定いたしま

す。 
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控除すると 800 ㎡に満たないと考えて、その用途非課税の面

積を計算していないなどの点が認められた。このように明ら

かに用途非課税と判断される申告対象者であったとしても、

その家屋の新築時に、用途非課税の根拠となる許可証及び家

屋の使用状況のわかるものを保存しておく必要があると考え

られる。 

【報告書１３８ページ】 

３.２.７ 事業所税 
○ 800 ㎡以上未確認表の作成基準を明確にすべきである。

また、追跡調査の結果、課税の可能性が高い場合は、決定

する場合の基準を設けて確認調査を実施すべきである。 

地域ごとを４年サイクルで調査しており、その場合に未確

認表を作成して調査を行っているが、その調査対象の選定と

その後の追跡調査の基準がないため、その基準を策定すべき

である。 

課税客体の捕捉に関する実態調査については、市域を４地

区に区分し、１年に１地区ずつ固定資産税の課税床面積が

800 ㎡以上の事業所を抽出し、申告状況や使用状況の調査を

行っている。その場合の調査方法は、机上調査において調査

対象事業所と「事業所税申告書」又は「事業所用家屋貸付等

申告書」との申告内容の突合を行うものであり、机上調査の

結果、申告内容との整合性が取れないものについては、納税

義務者等に対しての聴取や現地調査を行い、適正な申告が行

われていないものについては、適正な申告がなされるように

申告指導を行っている。 

現在、この調査の結果、その年度において使用状況等の事

実確認ができない対象事業所については、未確認表を作成し

て登録している。ただし、この未確認表にどこまでの対象事

業所を登録するかの明解な基準はない。さらに、その後も対

象事業所が調査に非協力的な場合に、いつの期間までそのま

ま保留しておくか今後の課題である。また、その場合に、無

申告の状況について決定等を行い、強制的に課税するかの基

準も必要である。 

事業所の調査のため、固

定資産税で延床面積が 800

㎡以上であるものをリスト

として抽出して全件調査を

行っていますが、各担当に

より実地調査を行う基準

や、最終的に自主申告に至

らなかった場合の決定を行

う基準が統一されていない

状態です。 

そのため、今後、800 ㎡

以上リストから実地調査を

行う対象を選定する基準

と、その後の追跡調査にあ

たって決定を行う基準を策

定いたします。

【報告書１４０ページ】 

３.２.７ 事業所税 
○ 従業者割の把握方法については、法人市民税申告書の従

業員数の記載などを参考にその把握に努めるべきである。

事業所税の従業者割の把握について、特に調査などを行っ

ていない。今後は法人市民税申告書等の市税情報の活用が求

められる。

事業所税については、その課税は、面積で判定する資産割

と従業員の給与額による従業者割の２つがある。資産割の把

握には、上記等の方法により一定の成果を挙げているが、従

業者割については、個別の案件の調査以外は、他の市税情報

等を基にした、その妥当性についてのチェックを行っていな

い。今後、何らかの体系化された網羅的な調査を行い、申告

内容の確認チェックを行うことが求められる。 

市内の事業所において従

業者数が 100 名を超えてい

る事業者は、地方税法第

701 条の 32 及び 43 によ

り、従業者割の申告をしな

ければならないと定められ

ています。 

従業者数の把握について

は納税義務者からの自主的

申告によるため、特段の調

査を行ってはいなかったと

ころですが、この度の意見

を受け、法人市民税申告書

の均等割従業者人数を税シ

ステムにて抽出し、個別に
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確認いたします。 

【報告書１４０ページ】 

３.２.７ 事業所税 
○ 机上調査、現地調査について、体系的に行えるようにマ

ニュアル等を作成すべきである。 

 納税者の把握から申告書のチェックまで各種情報の活用か

ら始まる机上調査を経て、現地確認調査までの事務を、効率

的で効果的に行えるようにマニュアルを作成すべきである。 

中央市税事務所諸税課における事業所税担当職員は、地区

ごとの地区担当と申告が事業年度終了とともに申告されるた

め、決算担当に分かれている。それぞれ机上調査及び現地調

査を行っているが、現地調査を行う場合については、基本的

に外観を見て判定しており、実際の使用状況の把握を全て行

っているわけではない。また、現地調査の前段である机上調

査についても、マニュアル等があるわけでないため、調査の

効率性の面から検討すべき点はあると考えられる。 

事業所税係で行っている

各種の事務について、体系

的に事務を行えるような統

一したマニュアルは整備さ

れておらず、担当者ごとに

作成した資料の参照や実際

の事例を係内で共有し、事

務を進めていたところで

す。 

そこで、机上調査から現

地調査を経て最終的に申告

書の提出に至るまでの一連

の標準的な流れが把握でき

るようなマニュアル等を平

成 28 年度中に作成いたし

ます。

【報告書１６５ページ】 

３.２.９ 滞納整理事務 
○ 催告書の文面及び体裁を、納税者の納税意識を一層喚起

するものとするべきである。 

札幌市から提供を受けた第１回から第４回の催告書、並び

に差押予告書及び差押事前通知書は以下のとおりである（掲

載省略）。 

催告書のうち１回目から４回目まで右肩の文書標題、本文

の文字の字体、フォントの大きさがそれぞれ同じであり、１

回目のものと４回目のもので見た目に大きな差がない。 

 そのため、催告書を繰り返し送付されても、その都度納税

意欲が強く喚起されるかは疑問の余地があり、滞納者によっ

ては２回目、３回目以降の催告書を十分閲読しないおそれも

あり得る。 

 また、本文部分の文字が非常に小さいため、例えば３回目

の催告書に記載のある「差押えを前提とした勤務先への給与

照会や取引銀行への預貯金照会」という納税者の納税意識を

強く喚起するであろう文言が、納税者の目に飛び込んで来

ず、その効果に疑問がある。 

よって、書面の標題や本文につき字体やフォントを変更

し、滞納者の納税意識喚起に有用であろう差押え、勤務先へ

の給与照会、取引銀行への預貯金照会の実施に関する記載

は、太字又は下線を引くなどの工夫を行うことが適切と思料

する。 

 この点、税政部納税指導課によると、限られた印字スペー

スに必要事項を全て記入していることや、システム上の都合

により、一部の文言のみ文字サイズやフォントを変更するこ

とは困難であり、現状では個々の徴税吏員が必要に応じて納

税意識を喚起する文言にマーカーを引いたり、手書きでの付

記をする等の工夫をしているとのことであった。 

しかし、もともとの書面において納税意識が喚起されるよ

催告書の文面は同じフォ

ーマットを使用しており、

滞納者への通知文の内容に

強弱をつけることで、滞納

の度合に併せた文書催告を

行っております。しかし、

文書催告は滞納整理の初期

段階で行うものであるた

め、やむを得ない事情で納

付が遅れている方と特段の

事情もなく滞納している方

とを区別できず、一律に同

じ催告書を送付することと

なります。このため、やむ

を得ない事情で納付が遅れ

ている方への配慮から、必

要以上に厳しい文言を使用

しない内容としています。

また、税滞納整理システム

の都合により、文字サイズ

やフォントの変更ができな

い等の制約の中、各担当者

は滞納者に自主納付を促す

よう、様々な工夫をしてお

ります。

この度の意見を受け、引

き続き工夫を重ねながら滞

納者の納税意識を一層喚起

するよう努めます。 
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うな工夫がされていることが、効率的な滞納整理事務に資す

るといえ、次回のシステム変更の際など適宜の時期に改善を

行うことが望ましいと考える。その他、必要に応じて期限ま

での自主納付がない場合は財産調査の上、差押えに至ること

があること及び連絡先電話番号を大きく記載した短冊状の書

面を用意して同封するなどにより、手書きによる手間暇を省

きつつ、納税意識を喚起することなども考えられる。 

【報告書１７３ページ】 

３.２.９ 滞納整理事務 

○ 分割納付とすることができる場合について、より詳細な

判断要素及び一定の判断基準又は目安を作成するべきであ

る。 

 札幌市では分割納付の判断基準又は目安並びに手続につい

て、おおむね以下の事項を挙げている。

１ 原則的な取扱い（下記(2)内に完納となる見込みがあ

る場合）

⑴ 分割納付の対象者

納期限までに納付できない（又は、既に納期限を

経過しているが、直ちに納付できない）ことについ

て、納期内納税者との公平に照らし、やむを得ない

事情があると判断される者で、納税に対して誠実な

意思を有している者

⑵ 納付約束における完納すべき期限

現年案件は課税されている税目の最終期限まで、

滞繰案件は年度内。ただし、それが困難な場合は、

現年案件は年度内（ただし、市道民税については翌

年度５月末までとすることができる）、滞繰案件は

相談の開始時から１年以内に完納となるようにす

る。

⑶ 聴取事項

以下の事項を聴取して納付約束の対象者となるか

判断する。

ア 職業と月収（無職の場合、無職の期間と前職）

イ 家族の構成と就労状況

ウ 納付できない事情(財産の有無や代納の可能性) 
エ 連絡先電話番号

・ 聴取に当たっては、必須項目を聞き漏らすこ

とのないよう、「納付約束チェックシート」

（左側）を活用する。

・ 毎年納付約束をしている納税者についても例

外とせず、状況を聴取する。

・ 徴収猶予に該当する場合は、手続について説

明の上、申請書を交付する。

 ⑷ 滞繰案件については、納付受託、納付誓約書の提

出などを検討する。

⑸ 納付約束をした場合、「市税の納付約束における

注意事項」を示して、分割納付中でも督促状が発付

され、延滞金の対象となること、差押えをすること

納税者から分割納付の申

し出があった場合、地方税

法第15条（徴収猶予）又は

第15条の５（職権による換

価の猶予）の要件に該当す

るか検討することとなりま

す。しかし、これらの規定

は厳格な要件があり、申し

出者全てに適用できるもの

ではないため、法律に基づ

かない例外的な手続きとし

て「納付約束」の取扱いを

行うようになり、この「納

付約束」が法律と現実の間

を調整し、補完するように

なりました。「納付約束」

は、あくまで例外的な取扱

いであるため、安易に取り

扱うことがないよう「納付

約束の取扱いマニュアル」

を作成し、「納付約束」を

することによって市税を円

滑に徴収することができる

場合にのみ行うこととして

いました。 

平成 27 年度税制改正で

猶予制度の見直しが行われ

たことを受け、平成 28 年

４月より、納税者から分割

納付の申し出があった場合

には、法律に基づかない

「納付約束」ではなく、上

記猶予制度の他、新設され

た「申請による換価の猶予

（地方税法第 15 条の

６）」により対応すること

とし、条例改正の上、「札

幌市税に係る徴収猶予等事

務取扱要領」を策定し、従

前のマニュアルは廃止しま

した。この要領は、猶予制

度の適用を認めるかどうか
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があること等を説明する。

⑹ 納付約束の内容の他、(3)の聴取内容、(4)の検討結

果、(5)の説明を行ったという事実については、滞納

整理システムの折衝記録に記載する。なお、(5)は
「『納付約束者への説明』を行った。」と記載す

る。

⑺ 口座振替の有無を必ず確認する。

２ 例外的な取扱い（上記１(2)内に完納となる見込みが

ないが分割納付をする場合）

⑴ 聴取内容について

・ 聴取内容として、勤務先の名称・所在地と収支

状況の詳細を聴取する。

・ 聴取に当たっては、必須項目を聞き漏らすこと

のないよう、「納付約束チェックシート」（右

側）を活用する。

・ 聴取内容に猜疑のある場合は、給与明細書や収

支状況が分かる通帳などの資料の提出を求める。

⑵ 納付約束の留意点

・ 納付計画の期間は、当初の約束においては一旦

６箇月以内に期間を区切り、残税については最終

回納付後の再相談とする。

・ 納付誓約書を提出させる。納付誓約書の提出が

なければ、原則納付書の交付は行わない（すなわ

ち、分割納付を行わない。）。市外案件等で来庁

することが困難な場合、郵送で提出させる。

⑶ 残税についての再相談

当初定めた期間の最終回の納付後１箇月以内に来

庁し再相談するよう、当初の約束時に指導する。再

相談に当たっては、収支状況等が分かる資料（給与

明細、預金通帳等）の他、最終回の領収書を持参す

るよう伝えておく。

⑷ 納付計画の要件

当初の約束においても再相談においても、納期未

到来分及び次年度課税分を含め、未納税額が減少し

ていく納付計画にすること。

⑸ 納付約束した場合、「市税の納付約束における注

意事項」を示して、分割納付中でも督促状が発付さ

れ、延滞金の対象となること、差押えをすることが

あること等を説明する。

しかし、これらの基準においては、いかなる場合に、いか

なる程度の分割納付を認めるべきかが明確とまでは言い難

い。具体的には以下のとおりである。 

⑴ 分割納付を認めるべき場合が明確とまでは言い難い 

例えば、納期限までに納付等できない原因が借財の返済

の場合は、地方税優先の原則（地方税法第14条）の趣旨か

らすると、容易に分割納付を認めるべきではないように思

われるが、地方税優先の原則が執行段階におけるものであ

ることを強調すると、異なる結論になる可能性がある。

同じ借財の返済でも、それが住宅ローンである場合は、

を判断するために必要な調

査について定めており、詳

細な判断要素及び一定の判

断基準となるものでありま

す。また、例外的な取扱い

として、猶予制度以外の納

付約束についても定めてお

りますが、上記マニュアル

よりも該当要件が限定的な

ものとなっていることか

ら、取扱適用の判断は容易

になっております。今後

は、法令に基づいた猶予制

度の適用を優先し、適切に

分割納付を取り扱ってまい

ります。 
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一面では賃貸物件の家賃と類似の性質を有しており、分割

納付もやむなしともいえるが、資産形成の側面を強調する

と、特別な配慮をするに乏しいという考え方もできる。 

突発的で必要不可欠な支出等の場合（例えば急病による

医療費の支出や収入減など）は、分割納付とすることはや

むを得ないとする考え方もあれば、収入の程度によっては

若干の蓄財はしておくべきであったとみて、分割納付には

なお厳格な対応をとるという考え方もできる。 

このように、同じ借財でも判断はまちまちになり得る。 

分割納付は、それ自体が納期内納付の例外であり、納期

内納付をしている多くの納税者との間で取扱いの差異を生

じるものであることから、例外を許容するべき「納期限ま

でに納付できない･･･やむを得ない事情」については、今少

し詳細な判断基準又は目安を設け、納税者間の公平の見地

から徴税吏員ごとに判断が過度にまちまちにならないよう

にするべきである。

⑵ 分割納付期間が最長期以外明確とは言い難い 

現状の基準又は目安では、原則的取扱いの場合における

分割納付の最長期が定められているが、標準的には何箇月

以内に納付を求めるべきかの目安が存在しない。 

分割納付は納期内納付の例外であるから、できるだけ早

期に分割納付を完了して滞納状態を解消することが望まし

い。例えば、納期限を一つの区切りとして用いるのであれ

ば、個人住民税の第１期（６月末納期限）を滞納した場合

に分割納付を許した場合、それは第２期（８月末納期限）

までに解消することが望ましく、それが困難な場合は第３

期（10 月末納期限）までに解消することが望ましい。しか

し、現状の札幌市の基準では、「現年案件は課税されてい

る税目の最終期限までに１期から４期まで全て完納するこ

と」とされており、滞納者との折衝において納付のしやす

さが過度に考慮され、分割納付が安易に当該最終期限まで

のものとされる余地がある。 

この点も、分割納付が例外的取扱いであることから、早

期に分割納付を完了できるよう、最長期の期限を定めるだ

けではなく、標準となる期限も設けるべきである。

⑶ 納税に対する誠実性の考慮態様が判然としない 

現状の基準又は目安では、分割納付の可否につき滞納者

の誠実性が考慮されることとなっている。しかし、具体的

な考慮要素が明確でなく、徴税吏員により判断がまちまち

となるおそれが高い。 

分割納付を希望する滞納者は、当然に分割納付の意思が

あり、その点では納税に対する誠実性があるといえる。し

かし、当該誠実性の判断は、分割納付申入れ時の態度のみ

ならず、滞納者の過去の納税状況、すなわち滞納の有無、

額、及び頻度、過去の分割納付歴の有無及びその不履行の

有無・程度からも推測される。そのため、例えば過去の納

税状況に分割納付歴が多数あり、かつ、不履行歴も多数に

のぼる場合は、分割納付に厳しい対応をするのが、納税者

間の公平を保つため必要と考える。また、仮に諸事情勘案
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の上で分割納付をするとしても、納税誓約書の確実な徴

求、電話での口頭の分割納付ではなく来庁を求め、持参さ

れた収入資料等を検討の上で分割納付の可否及び内容を策

定するなどの対応をとることが妥当と考える。 

⑷ 分割納付額の目安が判然としない 

上記(2)とも関連するが、現状の基準又は目安では、分割

納付の１回当たりの最低弁済額の標準額が明確でなく、徴

税吏員がより短期の完納のために熱心に交渉しても、結果

として最長期までの分割となりやすいといえる。なぜな

ら、その方が納税者は無理なく履行できるといえ、無理な

く履行できるのであれば、徴税吏員も心理的にかかる申出

を受け入れやすくなると思われるからである。 

しかし、繰り返し述べるとおり、分割納付は、納期内納

付に対する例外的な制度であり、早期に分割納付を完了し

て納期内納付に戻ることが望ましいことは既に述べたとお

りである。よって、滞納額の、あるいは収入から最低生活

費といえる費用を除いた額の一定割合を１箇月当たりの分

割納付の最低納付額とすることを基本とするなどの一定の

目安を検討し、滞納者の個別事情を加味しつつ、原則とし

て当該金額以上の納付等を求めるなどの運用を行うことが

より適切と考える。 

【報告書１７９ページ】

３.２.９ 滞納整理事務

○ 分納を認める際には、勤務先の聴取を必須とするべきで

ある。また、各聴取事項は記録化しておくべきである。 

徴税吏員は、滞納者に対し納付督励をする際、その結果を

折衝記録として電子的に記録し、その後の折衝及び滞納整理

に用いている（これが記録されているシステムを以下「滞納

整理システム」という。）。 

 先に挙げたとおり、分割納付をする際には、 

 ア 職業と月収（無職の場合、無職の期間と前職） 

 イ 家族の構成と就労状況 

 ウ 納付できない事情（財産の有無や代納の可能性も聴取

すること) 

 エ 連絡先電話番号 

を聴取することとされ、聴取に当たっては、必須項目を聞

き漏らすことのないよう、「納付約束チェックシート」（左

側）を活用すること、毎年納付約束をしている納税者につい

ても例外とせず、状況を聴取することとされている。 

 これらの記録は、単に各徴税吏員の備忘のためのみなら

ず、徴税吏員に異動又は配置換えが生じた場合の引継ぎや、

当年度課税分に対する納税督励業務においては滞納者と徴税

吏員が１対１対応していないことから、滞納者情報共有のた

めに必要なことである。 

 しかし、各市税事務所からのヒアリングによると、「納付

約束チェックシート」はほぼ使用されていないとのことであ

る。当該シートが用いられなくても、同様の記載が滞納整理

システムに記録されているのであれば問題はないが、折衝記

録を査閲した限りでは、分割納付をする際に必ずしも上記事

納税者から分割納付の申

し出があった場合、これま

では法律に基づかない例外

的な手続きとして「納付約

束」の取扱いを行ってお

り、「納付約束の取扱いマ

ニュアル」に基づく事務処

理を行っておりました。こ

のマニュアルでは勤務先の

聴取は必須項目ではなく、

完納すべき期限までに完納

しない例外的な案件の場合

に聴取することとされてい

ました。

しかし、平成 28 年４月

からは、法律に基づく猶予

制度を優先的に適用した上

で分割納付を認めることと

しており、新たに「札幌市

税に係る徴収猶予等事務取

扱要領」を策定した上で従

前のマニュアルを廃止しま

した。この要領では、いず

れの猶予制度においても

「財産収支状況書（別記第

１号様式）」により滞納者

の納付能力調査を実施する

こととしています。勤務先
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項が十分に記録されているとは言えない状況であった。 

 よって、この点の記録化は略語を用いたり、前回同様であ

ればその旨記載するだけで済ますなど、極めて簡便な形式で

よいので記録化しておくべきである。 

また、分割納付が不履行となった場合には滞納処分へと進

むところ、最も効率的な滞納処分は預貯金又は給与の差押え

といえる。よって、給与所得者に対し分割納付をする際には

不履行に備え、また、分割納付の履行意識喚起のため、勤務

先を必須の聴取事項とすることが望ましい。 

 なお、滞納者が給与所得者で勤務先が札幌にある場合、通

常は昨年度の給与支払報告書を確認することで勤務先を確認

可能であるが、その後分納申出までの間に転職している場合

は直ちに転職先が判明せず、結果として効果的な滞納処分を

行えない場合もある。よって、昨年度の給与支払報告書の有

無にかかわらず、聴取時現在の勤務先の確認を行うことが妥

当である。 

は、この「財産収支状況

書」への記載項目であるこ

とから、必須聴取項目であ

ると言えます。猶予制度以

外の納付約束においても、

勤務先は「納付約束チェッ

クシート（別記第７号様

式）」への記載項目であ

り、必須聴取項目と言えま

す。

 また、従前のマニュアル

では、例外的な案件の場合

は必須項目を聴取し忘れな

いよう「納付約束チェック

シート」を活用するよう記

載していますが、聴取後の

チェックシートの保存や聴

取内容の記録化については

言及しておりませんでし

た。これに対し上記要領で

は、聞き取り等の調査を行

った事柄は折衝記録に的確

に記録することを定めてお

り、記録漏れがないよう担

当者への周知徹底に努めて

まいります。

【報告書１８０ページ】

３.２.９ 滞納整理事務

○ 分割納付の割合について、札幌市全体、市税事務所単位

及び各徴税吏員単位で計測し、効果的な分割納付の在り方

を分析検討するべきである。 

⑴ 分割納付後の不履行の現状

税政部では、滞納市税債権に関する分納件数、分納割

合、分納者の不履行率、各徴税吏員ごとの分納件数及び分

納率等を把握していないとのことであった。 

しかし、繰り返し述べるとおり、分割納付は納期内納付

の例外である。よって、納期内納付を適切に行っている納

税者との公平の見地から、分納件数及びその比率が過大に

なることは望ましくない。 

また、分割納付をした場合には、その後毎月の履行監視

及び不履行の際の納税督励を行う必要が生じ、時間と労力

が割かれるため、行政効率上も分割納付は少ない方が望ま

しい。 

この点、各市税事務所及び本庁において分納とした際の

不履行件数及びその率を算出した資料を作成依頼し提出を

受けたところ、平成27年11月 18日現在で分納件数は２万

2,322 件、うち不履行率は 46.5％超、２回以上の不履行率

は22.6％であった。  

分割納付は半数弱が不履行となっており、その後の督励

これまでは各担当者が、

自身が担当する案件の分割

納付履行状況を調査するの

みであり、分割納付の全体

の件数や金額について調査

したことが無かったため、

札幌市全体、各事務所単位

及び各担当者単位の分割納

付件数を把握しておりませ

んでした。 

しかし、平成 28 年４月

からは、法律に基づく猶予

制度を優先的に適用し、法

令で定められた要件に従

い、決裁を受けた上で分割

納付を認めることとしたこ

とから、納期内納税者との

間で公平性が保たれるよう

改められました。
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処理が奏功しない場合は滞納処分を要することとなる。 

⑵ 分割納付とされる比率

分割納付についての判断基準又は目安が明確とまでは言

い難い現状においては、個々の徴税吏員の分割納付比率が

大きく異なっているおそれがある。 

そこで、その調査を依頼し、平成 27 年 10 月８日現在の

各市税事務所及び本庁の分割納付処理の状態を確認した。

以下、一例であるが、判明した点を摘記する。 

・ ある市税事務所の分納率（19.1％）が、他の市税事

務所及び本庁（以下「他の市税事務所等」という）

（10.1％～14.6％）に比べて、1.31～1.89 倍ほど高い

状態にあること。

・ 現年班（当年度課税の納税督促を行う班）は、ある

市税事務所の分納率は 6.1％と低いが、他のある市税事

務所の分納率は 15.2％となっており、事務所間で 2.5

倍近くの差異が生じていること。 

・ 個々の徴税吏員により分納率に有意な差が生じてい

るおそれがあること。例えば同じ事務所、同じ班、同

じ程度の案件数を担当している者同士を比較した場合

に、ある担当者の分納率は 19.9％であるのに対し、他

の担当者の分納率は 34.2％と、約 1.7 倍となっている

こと。 

・ 納付誓約書を用いる比率は分割納付全体の 2.9％であ

り、ほとんど用いられていないといえるが、市税事務

所の担当班によっては、他の事務所に比して突出して

納付誓約率が高いケースがあること。

⑶ 問題点と望まれる対応

各市税事務所及び本庁で担当するエリアごとに滞納者の

属性が異なり、一定の差が生じることは当然に考えられ

る。また、同じ滞繰班（過年度の滞納分の納税督励等を行

う班）及び処分班（不動産差押などの滞納処分後の滞納整

理を中心に行う班）の中でも、担当する滞納者の属性や滞

納処分の種類及び段階が異なる場合に、一定の差が生じる

ことは当然に考えられる。よって、統計資料から直ちに各

市税事務所や本庁、又は個々人の分納率の高低を比較する

ことはできない。 

しかしながら、大量処理の中で一定の標準的な分納率や

目標とするべき分納率が出てくるものと考えられる。ま

た、地域差や滞納者の属性の差異を明らかにした上で、こ

れらが大きく異ならない場合に、市税事務所間、担当班

間、担当者間において分納率に有意な差が生じているので

あれば、そこには解決すべき何らかの事情があるものと考

えられる。現時点では、かかる検討及び分析がなされてい

ないため、各事務所単位又は税政部主導により各事務所全

体を俯瞰して、適切な分割納付の在り方やあるべき比率を

策定するべくモニタリングすることが、納税者間の公平及

び効率的な行政運営に資するものと思われる。 

例えば、分納の判断基準や目安を策定しつつ、分納率及
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び不履行率をモニタリングし、随時これらを検討及び改善

していくことは、効果的な分納基準や目安の策定に役立つ

ものと思われる。 

【報告書１８２ページ】

３.２.９ 滞納整理事務

○ 分割納付を認める際には、納付誓約書を活用するべきで

ある。 

 分割納付をする際には、原則的な取扱いであっても、滞繰

案件については納付誓約書の提出などを検討するものとされ

ており、例外的な取扱い（長期分納者）については納付誓約

書を提出させ、その提出がなければ、原則として納付書の交

付は行わないものとされている。 

 納付誓約書には、滞納者の自署押印欄がある。これは、分

割納付が不履行となった場合には差押えなどの滞納処分を受

ける可能性があることを認識してもらう機能があり、滞納者

の履行意欲喚起及び向上に資するものといえる。 

他方で、納付誓約書を対面で受領する場合は面談が必要に

なり、この点で時間と労力を割く必要がある。また、郵送で

受領する場合は、納付誓約書が届かない限り、分納の納付書

を送付しないことになるから、納付誓約書の提出管理という

新たな事務手続が生じることになり、やはり時間と労力を割

く必要が生じる。 

 よって、上記機能と労力等とのバランスを考慮した上で、

納付誓約書の活用の可否及び程度を検討するべきである。 

 札幌市の運用状況は、既に述べたとおり納付誓約書の使用

率は 2.9％に過ぎないところ、かかる運用において分割納付

不履行率が 46.5％超と極めて高く、その後の督励事務に一定

の時間と労力を割かれていることに鑑みると、納付誓約書を

活用することが妥当であると考える。 

 なお、納付誓約書の機能とその徴求に要する労力のバラン

スの見地から、全ての案件ではなく、滞納額が一定額を超え

ている場合、分納期間が一定期間を超える場合、又は一定以

上の滞納歴がある者についてのみ納付誓約書の提出を求める

ことも考えられる。また、納付誓約書の活用の有無が分割納

付の履行状況に及ぼす影響を確認し、その結果に応じてさら

に取扱いを変更するなどの検討をすることが妥当と考える。 

 税政部からは、納付誓約書を今後積極的に用いる予定と伺

っている。 

納付誓約書には債務承認

による時効中断の効力があ

るものの、納付約束を履行

させる強制力はないことか

ら、誓約書の徴取について

は案件ごとに判断しており

ました。しかし、平成 28

年４月からは、法律に基づ

く猶予制度を優先的に適用

した上で分割納付を認める

こととしており、「札幌市

税に係る徴収猶予等事務取

扱要領」では、いずれの猶

予制度においても「徴収猶

予申請書（札幌市条例第１

１ 条 第 ２ 項 及 び 第 ３

項）」、「申請による換価

の猶予申請書（同条例第 11

条の３第２項）」または

「分割納付計画書（別記第

２号様式）」の提出を求め

ることとしており、これら

が納付誓約書に代わるもの

となります。猶予制度以外

の納付約束においては、原

則として「納付誓約書（別

記第６号様式）」の提出を

求めることとしており、今

後は納付誓約書を活用して

まいります。

【報告書１８４ページ】

３.２.９ 滞納整理事務

○ できる限り預貯金調査の対象金融機関及び生命保険会社

の範囲を拡大し、また、調査時期を早めるべきである。 

また、札幌市外からの転入者については、転入元である

前住所を参考に、前住所においてシェアの大きい金融機関

に対する調査をできる限り早期に実施するべきである。 

金融機関及び生命保険会社は多数存在するため、その全て

を常に調査対象とすることは実務上困難である。 

 しかし、金融機関や生命保険会社の選択によって財産の発

各市税事務所では、過去

の財産調査の結果を基に、

財産が判明する確率の高低

により金融機関及び生命保

険会社を分類し、財産が判

明する確率が高い金融機関

及び生命保険会社への調査

を優先的に行い、判明しな

い確率が高い金融機関及び

生命保険会社への調査を行
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見の有無が左右され、滞納処分の可否に影響を及ぼすこと

は、納税者の公平の見地からは妥当ではない。また、財産の

早期発見が早期徴収に資する。 

 よって、調査するべき金融機関及び生命保険会社を拡充す

ることが妥当であり、その調査もできるだけ早期とするべき

である。 

 また、札幌市外からの転入者については、札幌市民が多く

利用している金融機関だけではなく、転入元である前住所に

おいてシェアの大きい金融機関も早期に調査対象とすること

が望ましい。税政部によると、現在の滞納整理システムでは

迅速に前住所を把握できないとのことであるが、この点は今

後のシステムの改善の際に考慮すべきと考える。 

 よって、上記のとおり意見をすることとした。 

わないこととする等、効率

的な財産調査を行ってまい

りました。また、札幌市外

からの転入者に対する財産

調査については、他の大勢

の滞納者と同様に札幌市内

でシェアの高い金融機関及

び生命保険会社への財産調

査を一通り実施し、それで

も財産が判明しない場合に

は、前住所においてシェア

の大きい金融機関及び生命

保険会社への財産調査を実

施しております。 

この度の意見を受け、費

用対効果や効率性の観点も

含めて財産調査の対象先見

直しを行い、調査範囲の拡

大及び財産調査の早期実施

に努めてまいります。 

札幌市外からの転入者へ

の財産調査については、札

幌市内でシェアの高い金融

機関及び生命保険会社への

財産調査終了後、速やかに

前住所においてシェアの大

きい金融機関及び生命保険

会社への財産調査を実施し

てまいります。

【報告書１８５ページ】

３.２.９ 滞納整理事務

○ 滞納者に対して滞納状態の原因を解消するために、有用

な情報を適切に提供できる体制を整えるべきである。 

税政部からのヒアリングの結果、徴税吏員が、滞納者に対

し、滞納状態の原因を解消するために必要な情報の提供の有

無及び内容は、各徴税吏員の個々の判断と知識によっている

とのことであった。 

 また、滞納者に対する情報提供の便宜のため、「窓口（キ

ーワード）早見表」を作成の上、各市税事務所に配布し、各

市税事務所の相談窓口に備え付けてあるが、滞納者との折衝

の際に、必ずしも十分に活用されているとは言えない状況に

あるとのことであった。 

 当該早見表には、市民が日常生活上直面する出来事に関す

る行政手続の窓口の他、各種相談窓口が記載されており、有

用なものといえる。 

 折衝記録を査閲したところ、滞納状態に至った原因として

借財が多く見受けられ、中には、平成 19 年から平成 26 年に

至るまで繰り返し借財等により納税原資の捻出が困難である

旨を訴えているが状況が改善されず、その間に２回の処分停

納税相談の窓口機能の充

実を目的として平成 25 年

３月に「窓口（キーワー

ド）早見表」を作成し、各

市税事務所において申告な

どの関連相談に関する対応

強化と多重債務者等への情

報提供体制の整備に役立て

てまいりました。

この度の意見を受け、滞

納者への情報提供をさらに

充実させるため「窓口（キ

ーワード）早見表」の内容

を平成 28 年度中に更新

し、各市税事務所における

納税相談の際に活用してま

いります。
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止がなされている案件も見受けられた。 

多重債務問題は、任意整理、個人再生、自己破産、特定調

停などの手法を用いることで解決に至ることが多く、これに

より滞納者の生活再建、ひいては滞納者の期限内の自主的納

付につながる可能性が高いものといえる。 

 滞納者の滞納原因が解決されることが円滑な税徴収につな

がり、また、それ以前に市民の生活再建につながり得ること

に鑑みると、行政サービスの一環として、一層の情報提供を

行える体制を整えることが妥当と考える。 

【報告書１９４ページ】

３.２.９ 滞納整理事務

○ 処分停止後における滞納者の担税力及び財産調査を十分

行うべきであり、調査を行った場合は、それを簡略でよい

ので記録化するべきである。 

無財産により即時消滅となる場合を除いて、処分停止によ

る納税義務消滅は、処分停止の３年間継続が要件となってい

る（地方税法第 15 条の７第４項）。よって、処分停止をし

た場合、納税義務の消滅前に処分停止事由が消滅していない

か確認する必要がある。 

しかし、折衝記録からは、処分停止後に課税状況の調査を

しているとは読み取れないものが散見された。 

この点、納税指導課からのヒアリングによると、課税状況

の調査は行っているものの、課税状況に変化が見られない場

合は、折衝記録上の入力をしていないとのことであった。 

しかし、仮に状況に変化がないのであれば、それが３年経

過時における納税義務消滅（処分停止の取消しをしないこ

と。）の根拠となることから、簡略でよいので課税状況の調

査結果を記録化しておくべきである。 

また、担税力の回復の有無の確認には、納税義務消滅直前

に預貯金調査又は滞納者への架電等の財産調査及び納税督励

をすることが相当と思われるが、これをしているとは見受け

られない案件も散見された。 

よって、上記のとおりの意見とした。 

なお、処分停止額が少額の場合は、調査の費用対効果の見

地から、上記課税状況の調査のほか、金融機関を絞って口座

の有無及び現在額のみを調査することで足りるとするなどの

運用が検討されるのが妥当と考える。 

滞納処分の執行停止の取

消につきましては、地方税

法第 15 条の８第１項に規

定されており、滞納処分の

執行停止後も滞納者の納税

資力の回復状況等を継続し

て管理することが期待され

ております。平成 19 年に

納税指導課で作成した「処

分停止の手引き」では、少

なくとも停止期間中は毎年

の課税状況を調査する必要

がある旨記載しております

が、具体的な調査方法や管

理の仕方については記載さ

れておりません。

この度の意見を受け、処

分停止後の財産調査の方法

について具体的に定めると

ともに、「処分停止の手引

き」を平成 28 年度中に改

訂し、職員研修で各担当者

への周知徹底を行います。

また、調査結果を折衝記録

に的確に記録することを徹

底してまいります。 

【報告書１９９ページ】

３.２.９ 滞納整理事務

○ 停止中時効を避けるため、処分停止の判断時期をより早

めるべきである。 

近時札幌市では停止中時効の額及び割合が増加している。

これは、処分停止の判断を時効消滅前に行うという点で好ま

しいといえる。 

しかし、市税債権の時効は５年であるから、停止中時効は

納期限から２年以内に行うことで避けられる。停止中時効が

処分停止の趣旨を貫徹しない取扱いであることからすると、

処分停止の判断は停止中時効が避けられる時期に行われるこ

滞納処分の執行停止を行

った後、３年経過する前に

消滅時効の完成により市税

債権が消滅する停止中時効

については、本来の処分停

止の趣旨に沿わない取扱い

であることから決して望ま

しいものではありません。

この度の意見を受け、処

分停止とする案件かどうか

を見極める時期を極力早め
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とが望ましい。よって、上記のとおり意見する。 るよう努め、平成 28 年度

中に「処分停止の手引き」

の改訂を行うとともに、職

員研修の場で各担当者に周

知します。 

【報告書２０３ページ】

３.３ 固定資産税の評価・賦課に対する救済制度

○ 今回の外部監査による税額修正は、札幌市が保有してい

る土地・家屋の課税情報により把握されたものである。よ

って、札幌市が、自ら今回の外部監査の手法を参考に積極

的に活用し、監査結果の税額の修正対象者のみならず、全

体的にその事務を見直し税額の再計算を行い、納税者へ通

知を行うなどして、納税者の負担を減らす努力を行うべき

である。また、必要に応じ結果を市民へ広く周知すべきで

ある。 

 地方税法上に、固定資産税の賦課決定処分や税額算出の課

税標準となる価格に不服がある場合の制度は保証されてい

る。ただし、この制度はその申請等に期限があり、それまで

に納税義務者が申請等をしなければ機会を失うことになる。 

そこで、札幌市においては、独自の調査や納税者からの問

合せなどにより、税額の修正が必要となった場合には、異議

申立て及び審査の申出ができる期限にかかわらず、地方税法

第 417 条に基づき、修正の処分を行うとしている。また、税

額が還付される場合については、別途要領を作成し期限を設

けることなく、還付手続を行うとしている。 

しかし、この事務処理では、一般市民にどのような課税誤

りがあったのか、その原因は何か、納税義務者も住宅用地の

申告をするべきことの重要性の認識を含め、固定資産税への

理解を難しくしているところである。そのため、個人情報保

護に配慮しながら案件の重要性や影響の範囲などを考慮し

て、必要に応じ、結果を市民へ広く周知すべきである。 

今回の住宅用地特例の適

用に係る固定資産税の課税

誤りについては、包括外部

監査人が本市の課税データ

を活用して判明したもので

あることから、今回の包括

外部監査の手法について今

後の事務に活用していきた

いと考えています。 

また、事例の重要性や影

響範囲等から判断し、必要

に応じて公表していきま

す。

【報告書２２０ページ】

３.４ 市税の管理システムの構築について

○ 下記の点をシステム開発において考慮すべきである。 

１ 個人住民税 

退職手当等に係る個人住民税の補正調査、退職日の記

載された一定額以上の給与支払報告書情報を抽出し、退

職日の把握と退職所得に対する特別徴収の状況を突合す

る。 

２ 法人市民税 

個人市民税の事業所情報等や事業所税の申告状況及び

貸付申告情報と相互連携して法人市民税の開設状況や分

割法人の支店設置状況の把握に役立たせる。 

３ 事業所税① 

家屋の使用状況確認や従業者割の把握のため、法人市

民税の事業所情報等を相互連携して、法人申告書に記載

された従業者数及び給与支払報告書情報の集計等を基に

従業者割の推計に役立たせる。 

市税のシステムに関して

は、新しいシステムが稼働

したばかりであり、今後も

様々な修正をしていかなけ

ればならない状況でありま

す。 

ご提案いただいたシステ

ム改修につきましては、そ

の趣旨を踏まえ、修正を実

施することによる費用対効

果等を検証したうえで、今

後の改修のタイミングにお

いて修正していきます。 
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４ 固定資産税① 

土地や家屋の評価や特例の適用判定利用のため、土地

及び家屋の使用状況の突合や大型マンションの居住割合

の判定目的として住民票情報の利用、個人市民税の申告

状況を利用して役立たせる。 

５ 事業所税② 

家屋の面積や使用状況を確認した資料の保存及び検索

機能を備えたものの追加整備。 

６ 固定資産税② 

   評価資料の保存及び検索機能の追加整備。 

全体のシステム開発の前提として、市税情報の相互的情報

交換の視点が必要であると考える。例えば、上記１から４の

税目においては効果の面で有効であると考えられる。

 また、課税資料の保管及び検索機能の強化が求められてい

る。納税者からの問合せ及び課税処分の不服申立て等があっ

た場合の早期対応を行うためであり、例えば、上記５及び６

の税目では決定や課税処分の基礎又は証明資料となる。 

 さらに、今後マイナンバーの普及に伴い、情報のひも付け

が進み、個人の所得や納税の情報と預金や不動産の情報の突

合が可能となっていくと想定される。個人情報保護の重要性

を踏まえつつ、各種の市税について効率的、効果的な情報利

用の方法について検討すべき時期が既に来ており、その視点

からのシステム開発が必要である。 



- 44 - 

包括外部監査の指摘事項等の概要及びそれに対する措置について（平成２６年度以前） 

監査結果報告年度 平成１９年度 
監査テーマ 土地の管理について 

 (１) 指摘 

監査対象

局部 
指摘を受けた事項 

指摘に対する措置 

（検討結果及び対応） 

スポーツ

局

スポーツ

部

【報告書１４０ページ】

第３ 公社地について

４ 下記の土地は、平成 26 年度までに事業化

のめどが立たない場合には、事業計画を変更

し、現状の抜本的な解消を図るべきである。

⑦ 北区新琴似町（新琴似市民運動広場用

地）

本件土地については、平成 17 年度の

土壌調査結果において、土壌及び地下

水から基準を超える汚染物質が検出さ

れたという報告を受け、平成 18 年度か

らモニタリング調査を継続して実施

し、地下水の水質や汚染状況を把握し

ています。 

敷地内の土壌及び地下水に対し適切

な対策を講じる必要があることを踏ま

えて事業化を検討する必要があり、平

成 25 年度は具体的な事業化を進めるに

あたっての内部検討、関係課との情報

交換を行い、26 年度は今後の具体的な

土地利用検討の基本となる計画素案を

作成しました。この平成 26 年度には札

幌市土地開発公社が解散し、本件土地

は、残余財産として札幌市に無償で帰

属しています。平成 27 年度からは、

「札幌市まちづくり戦略ビジョン・ア

クションプラン 2015」に沿って、埋立

廃棄物対策及び運動広場の基本計画を

策定し、必要な土壌汚染対策や運動広

場整備の基本方針を定めました。 

今後は、地下水の状況についてモニ

タリング調査を継続するとともに、ア

クションプラン 2015 及び策定した基本

計画に基づき、運動広場を構成する施

設・設備の設計条件の確認及び見直し

を行い、当該地の埋立廃棄物が周辺環

境へ影響を与えないよう、汚染拡散防

止対策等に関する施設・設備の設計検

討、実施設計図作成等を進め、平成 31

年度に施設整備を終えて、多目的の市

民運動広場として活用していきます。
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監査結果報告年度 平成２６年度 
監査テーマ 札幌市立大学について 

 (１) 指摘 

監査対象

局部等 
指摘を受けた事項 

指摘に対する措置 

（検討結果及び対応） 

公立大学

法人札幌

市立大学

（所管：

まちづく

り政策局

政策企画

部）

【報告書１９５ページ】 

Ⅵ 知的財産関係 

○ 札幌市立大学知的財産規程において発明等のうち特許以

外のものについて補償金規定がない。 

監査時の札幌市立大学知的財産規程及び同施行細則を確認

したところ、意匠、商標、プログラム等の創作について別途

定めると規定しているが、当該別途定められた規定が見あた

らないため、かかる規定を設けるべきである。 

なお、札幌市立大学には看護学科のほかにデザイン学科が

あるため、特許、考案等のほかに意匠について実施補償金を

定めておく必要性は高く、実際に意匠についても職務発明

（職務意匠）がなされていることから、早急な対応が求めら

れるといえる。 

公立大学法人札幌市立大

学知的財産規程施行細則に

おいて、特許以外の考案

権、意匠権、商標権等の出

願補償金及び登録補償金に

ついては規定しているとこ

ろですが、権利の運用によ

り収入を得た際の実施補償

金については規定していま

せんでした。 

今回のご指摘を踏まえ、

今後は教員が発明等につな

がる研究に積極的に取り組

むことができるよう、公立

大学法人札幌市立大学知的

財産規程（改正平成 28 年

規程第９号）において、考

案、意匠及びプログラム等

の創作、商標といった特許

以外の補償金規定を定める

改正を行いました（平成 28

年４月１日施行）。 

【報告書２１２ページ】 

Ⅶ 研究費について 

○ 研究補助者との契約について下記のような問題点があっ

た。 

ⅰ 雇用契約か否かが明確ではなく、労働法規の適用の有

無が不明瞭である。 

ⅱ 使用者が大学か教員か不明確である。 

ⅲ 雇用契約に基づく給与かそれ以外の報酬かにより、源

泉徴収の税率が異なることから契約の性質に応じた源泉

徴収事務を行う必要がある。 

大学の取扱いは以下のとおりであった。 

・ 研究補助者との間で明確な契約書を取り交わしていな

い。 

・ 研究補助者との契約関係（労働・委任・請負・その他を

問わない）の当事者が、教員個人か大学か曖昧である。 

・ 大学が当事者として人件費等を支払っているのか、教員

が当事者であって大学は教員の事務代行として支払業務を

行っているだけであるのかが判然としない。 

・ 大学も教員も、研究補助者に関する労働保険・社会保険

等を十分には意識しておらず、これら保険の加入の要否の

検討・判断が十分になされていない。 

研究補助者については、

これまですべて謝金により

対応してきましたが、この

うち担当教員の指揮命令下

における業務遂行と判断さ

れるケースに関しては、ご

指摘を踏まえ、他大学の事

例も参考に、本学との雇用

契約へと取扱いを見直し、

学内での周知を行ったとこ

ろであり、今年 12 月より

適用を開始いたします。 



- 46 - 

・ 雇用契約の割増賃金の支払いの要否が検討されていな

い。 

 教員が参照している「手引き」においても、謝金の種類と

しては「研究補助①（Ａ又はＢ）」「研究補助②（Ａ又は

Ｂ）」「研究協力」「ゲストスピーカー、講師、話題提供者

(体験談等)」「専門知識の提供」といった区分がなされてお

り、それぞれについての事務処理手続についての記載はある

が、契約の性質を明確にするべきことや、契約当事者が誰

か、割増賃金の取扱等については、明示的には触れられてい

ない（一部に労働基準法の引用があり、その限りにおいて雇

用契約であることが前提になっているように読むことが一応

可能であるが、実際の取扱いは上記のとおり判然としな

い。）。 

このように札幌市立大学では研究補助者との契約主体が大

学か教員か、また、その契約の性質が雇用契約か否かが明確

ではなく、特に労働法規の適用の有無が不明確になってい

る。 

また、雇用契約に基づく給与か、それ以外の報酬かによっ

て、税法上の源泉徴収の税率及び額が異なる。具体的には、

報酬であれば原則として 10.21％（源泉所得税 10％及び復興

特別所得税 0.21％の合計）となるが、給与であれば給与額や

扶養親族等の数によって税率や控除額が異なるため、報酬と

給与とでは源泉徴収額に違いが生じる（さらにいえば、報酬

の種類により控除の有無や同一人に一度に支払われる報酬の

額により税率が変わることがある）（所得税法 204 条、205

条）。 

よって、適正な税務処理という見地からも、契約の性質決

定を適切に行うべきであり、これらの点について早急に改善

するべきである。

なお、契約主体について科研費ハンドブックでは、「研究

協力者を雇用する場合には、研究代表者ではなく研究機関が

当事者となり、採用時に面談や勤務条件の説明を行った上

で、勤務内容や勤務時間等を明確にした雇用契約を締結して

ください。」（同 100 頁）との記載があり、研究機関が当事

者となるよう明確に規定されている（但し 2014 年度から明

確に規定されたものと思われる。同３頁。）。 

また、契約の性質決定における労働者性の判断基準として

労働基準法研究会報告「労働基準法の『労働者』の判断基準

について」（昭和60年 12月19日）がある。 

 なお、明治大学の研究費等に関する使用マニュアル（2014

年度）44 頁には、「(ｱ) 仕事の遂行に当たり個々の作業に

ついて、研究者が指揮監督をする。(ｲ) 材料、作業用具を

研究者が用意する」との要件を満たす必要があり、「それ以

外の場合には業務請負となります（以下略）」と記載されて

いる。 

以上は性質決定の判断に参考になると思われる。 
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(２) 意見 

監査対象

局部等 
意見 

意見に対する措置 

（検討結果及び対応） 

公立大学

法人札幌

市立大学

（所管：

まちづく

り政策局

政策企画

部）

【報告書１０９ページ】 

Ⅱ 資産管理 

○ 固定資産管理規程及び固定資産台帳を整備し、施設管理

に役立たせるべきである。 

④ 固定資産台帳を保有する資産のライフサイクルコスト

管理のためにも活用できるようにすべきである。 

札幌市立大学では、大学建物設備の管理業務を外部委託し

ている。その委託の内容は芸術の森校舎及び桑園校舎とも同

様であり、次のようなものである。

総括管理業務の内容

・ 受託者は各業務について統括管理を行う業務統括管理

者をおく。

・ 業務統括管理者は、設備保守業務の責任者を兼任し、

清掃業、警備業との調整を行ない業務全体の統括・管理

をする。また、それぞれの業務について委託者との協議

の上、配置人員、体制の適正化を図らなければならな

い。

・ 業務統括管理者指揮の下、受託者全体で Computer 
Aided Facility Management（施設管理支援システム：

以降 CAFM と記す）を利用して統合管理を行い、品質

管理と建物価値保全を図らなければならない。

・ それぞれの業務は業務の品質の指標を設定し、一定期

間ごとの指標達成をチェックし、業務改善を図る。長期

（５年間）、中期（各年度）、短期（四半期、各月）委

託者と打ち合わせて調整する。

・ CAFM を通して施設分析を行い、建物メンテナンス

などの支出を見直す管理ビルのコスト削減施策の展開

や、空調、衛生設備の最適な改修計画、修繕計画、管理

計画等の大学の維持管理の最適化について、報告書を作

成し事務局へ助言する。また、建物価値保全の観点から

中期的な視点で大学をとらえ、長寿命化が実現できるよ

う維持管理及び予防保全を行う。

・ 防災を重視した安全の確保、建物や設備の突発的な故

障や災害に対しても、すばやく対処できる危機管理体制

を構築する。

・ 各業務について業務マニュアルを作成し、成果物とし

て委託者として提出しなければならない。

また、その芸術の森校舎を例にとると委託の対象となる建

物と管理委託の対象となる附属設備は次のとおりである。 

（図表７：省略） 

一方で、固定資産台帳において、減価償却対象となる資産

の区分としては、会計における勘定科目ごとに工事全体の金

額によって計上されており、委託対象の設備ごとの取得価額

や帳簿価格は算出されておらず、保守管理対象となっている

④について 

本学においては、各施設

の劣化度合を調査し、施設

に係る修繕・保全費用を算

出、年度費用の平準化を考

慮した保全計画を策定して

いるところでございます

が、他大学におけるライフ

サイクルコストを導入した

取組事例を調べた結果も同

様なものでありました。 

ご意見を踏まえ、今後は

固定資産台帳の年償却額や

帳簿価額も参考としなが

ら、施設に係るライフサイ

クルコストの管理を行って

まいります。

⑤について 

 美術品・収蔵品管理に関

する規程について他大学の

状況を調査したところ、規

程を整備している大学はあ

りませんでしたが、ご意見

を踏まえ、今後本学におい

て美術品・収蔵品の整理・

取得の際には、「国立大学

法人会計基準注釈」の実務

指針等を参考に、固定資産

の一部として適切に管理し

てまいります。
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設備について取得価額の計上から保守管理及び除却までの設

備ごとのライクサイクルコストの把握が困難な状況である。

今後は、保守管理の対象となっている主要な設備ごとに取得

価額や帳簿価格を区分し、取得から除却までにおいて、保守

管理の対象となる資産の価格を把握したうえでその資産に対

し、どの程度までの保有コストをかけるべきかのライフサイ

クルコストの管理を行えるような固定資産台帳の管理方法を

検討すべきである。 

⑤ 美術品・収蔵品管理に関する規程を整備すべきであ

る。 

札幌市立大学では、平成 25 年度末現在 25 点の美術品・収

蔵品を固定資産台帳に登録しており（帳簿価額は 17,024

円）、規程上、固定資産管理規程に基づいて管理を行うこと

になっている。監査期間中に美術品・収蔵品について実査を

行った結果、次のような状況が見受けられた。 

ⅰ 桑園キャンパスに展示されている解剖模型等のうち 22

点については美術品・収蔵品として固定資産台帳への登録

がされていたが、登録がない模型等が 19 点展示されてい

た。 

ⅱ 芸術の森キャンパスライブラリーにおいて、アメリカ映

画のポスター57点が保存・管理されていた。 

札幌市立大学では固定資産管理規程に基づいて美術品・収

蔵品の管理を行うことになっているが、固定資産管理規程に

は、美術品・収蔵品に関する定義規定が存在しない。また、

法・基準・注解においても同様に定義規定は存在しない。し

たがって、上記ⅰⅱが美術品・収蔵品に該当するかどうかの

整理もできない状況である。したがって、美術品・収蔵品の

定義及び維持補修、有効活用等に関する規程を整備すべきで

ある。ここで、「国立大学法人会計基準注解」に関する実務

指針のうち美術品、収蔵品の定義に関する部分を紹介するの

で規程整備の際に参考にされたい。

Ｑ10－１ 次の表示科目は具体的にはどのようなものか。

(6) 美術品・収蔵品（標本を含む。）

Ａ  具体的な科目の判断、耐用年数の決定に当たっては、

実務上法人税法の取扱いを参考に行うこととなる。 

(6) 美術品・収蔵品（標本を含む。）

美術品とは、建造物、絵画、彫刻、書籍、典籍、古文

書その他の有形の文化的所産で、我が国にとって芸術上

価値が高く、希少価値を有するものである。また、収蔵

品とは、教育・研究の対象として供されるために収蔵さ

れた化石、鉱石、標本等の物のうち美術品を除くものを

いう。 

また、美術品、収蔵品として整理した場合、芸術的価値の

維持、教育・研究対象としての効用を維持するために相応の

維持管理コストを必要とする。したがって、現在、美術品・

収蔵品として整理している 25 点がそれに値するものなのか

どうかも整理の際の検討対象とするべきと考える。 


